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１．事業目的  

平成２７年６月に公布された「電気事業法等の一部を改正する等の法律」に

より、ガス事業法の一部改正が行われ、都市ガス事業における小売全面自由化

（平成２９年度内に施行予定）等を行うこととなった。ガスの小売全面自由化

等においては、ガス事業における事業類型の整理が行われ、新たにガス小売事

業者が参入すると予想されることから、当該事業者の保安水準の維持、向上が

課題となっている。 

これまで一般ガス事業者においては、ガス安全高度化計画の目標達成に向け

、自主保安（法令によらない保安の向上に向けた自主的な保安）活動を行い、

保安水準の維持、向上を図ってきた。ガスシステム改革後においても、こうし

た保安水準を確保するためには、これまで一般ガス事業者が行ってきた自主保

安活動が引き続き行われることが必要である。 

ガスシステム改革後においては、ガス小売事業者は、消費機器の調査・周知

に係る保安責任を担うこととなるが、自由な料金設定等による競争が行われた

としても、消費機器に関する自主保安の取組に関しては、その継続的な実施を

確保することが保安上重要である。 

このため、本事業では、ガスシステム改革後もガス小売事業者に対して自主

保安の着実な実施を求めていくため、①既存ガス事業者の自主保安の望ましい

事例を「自主保安事例集」としてまとめ、②ガス小売事業者の自主保安の取り

組み状況を「見える化」し、自主保安に精力的に取り組むガス小売事業者を評

価する仕組みを検討するとともに、③法改正前後における需要家の保安意識等

を調査することで、需要家保安の意識の変化を捉え、適切な保安意識の醸成が

図られるよう環境整備することによって、ガス小売事業者の自主保安水準の維

持、向上を図ることを目的とする。 

 

２．事業内容 

 

 （１）ガス小売事業者のための既存一般ガス事業者の自主保安事例の調査 

   ガス小売事業者の中には、これまでガス事業に携わってこなかった新

規参入者も多く想定される。そのため、現行ガス事業者が積み重ねてき

た自主保安の取組に関して、事例集としてガス小売事業者に広く共有す

ることは、小売全面自由化後のガス保安水準の維持・向上に極めて有益

であると考えられる。また、既存一般ガス事業者においても、さらなる

自主保安の取組を促す観点から、各ガス事業者がその置かれた環境や規

模、需要家のニーズ等を踏まえながら、創意工夫を凝らして最適な方法

で実施している事例を共有することは重要である。 

このため、既存一般ガス事業者における消費機器周知・調査に係る自

主保安活動（５０事例程度）について調査を行い、各社が実施している

自主保安活動の項目、その概要、必要性、具体的な実施内容等を１事例

につきＡ４フルカラーで取りまとめ、保安分類区分毎に整理した上で「自
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主保安事例集」を作成した。既存の一般ガス事業者が実施している消費

機器周知・調査における自主保安活動の中から、望ましい取り組み事例

を調査し、４０事例を収録した「自主保安事例集」を作成した。 

自主保安事例集は添付１のとおり。 

 

  （２）自主保安の「見える化」に係る制度創設のための調査 

競争的な市場環境におかれるガス小売事業者に対し、消費機器に関す

る自主保安の実施を求めていくためには、自主保安に精力的に取り組む

ガス小売事業者を需要家が評価した上で供給先を選択する仕組みを構

築することが重要である。すなわち、需要家によるガス小売事業者選択

の軸として、料金プランの提示などの需要家サービスの一環としてガス

小売事業者による自主保安が認識される必要があり、そのためには、ガ

ス小売事業者による自主保安の取組に関して「見える化」し、正確な情

報が提供されていくことが求められる。このため、需要家がガス小売事

業者を自由に選択するにあたり、各ガス小売事業者が実施している自主

保安の項目、取り組み状況等を認識できるよう、国として自主保安を「見

える化」する制度を創設することとしている。 

本調査では、その制度の詳細設計を検討し、詳細設計書を作成した。 

    詳細設計の検討に当たっては、以下の項目を検討し、詳細設計書とし

てとりまとめた。 

 

（公表関係） 

①公表の主体 

国、民間団体、企業など 

②公表の内容 

事業者名、エリア等表示、参加事業者の実施内容（特徴等）など 

③公表手段・周知方法 

ＨＰへの掲載、チラシ・パンフレットの配布等 

④公表情報の更新のタイミング 

⑤情報の取得方法と虚偽申告等に対するペナルティ 

 

（評価関係） 

⑥評価項目の策定等 

ガス小売事業者による自主保安の質を明らかにし、需要家としての

消費機器に関する保安に必須な事項がわかるよう、評価項目を抽出す

るとともに需要家が当該項目の内容を容易に理解できるようにわか

りやすい解説を加え、当該評価項目ごとに評価の観点（基準）を作成

した。また、評価結果の表示方法を検討した。 

⑦評価に係る手数料 

⑧その他 
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詳細計書は別添２のとおり 

 

 （３）需要家の保安意識等状況調査  

今後、ガス小売事業者を選択する需要家自身においても、消費機器の

所有者・占有者の立場から、自主保安の取組状況を加味して事業者を選

択し、適切に消費機器を使用していくことが重要であり、安全意識を涵

養していくことが重要である。国としては、周知・広報を行うことで、

需要家の保安意識の醸成に資するよう取り組んでいくとともに、需要家

に対する保安意識の調査等を経時的に行うことを通じて、当該取組を効

果的に進めていくこととしている。 

このため、ガス小売事業者の消費機器周知・調査の品質の維持向上を

図るため、保安業務に対する需要家の保安意識レベル、評価等を調査し

た。また、ガス工作物（埋設内管等）に対する保安について、需要家の

認知度等の保安意識を調査した。 

    需要家の保安意識等状況調査結果は別添３のとおり 

 

（４）有識者委員会の開催 

  ① 有識者委員会の設置 

上記（１）から（３）における調査、検討にあたって、「改正ガス

事業法に係る新小売事業者関連調査委員会」を設置し、本事業の進め方、

自主保安事例集、自主保安の「見える化」に係る制度の詳細設計書及び

需要家の保安意識等状況調査等について検討した。 

 

   ② 改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会名簿 
委員長：倉渕  隆［東京理科大学 教授］ 
委 員：金子  功［(一社)日本ガス協会 技術部長］ 
委 員：木戸 啓人［電気事業連合会 工務部長］ 
委 員：杉森 毅夫［(一社)日本コミュニティーガス協会 技術部長］ 
委 員：夏目 智子［全国地域婦人団体協議会 幹事］ 
委 員：藤野 珠枝［主婦連合会 副会長］ 
委 員：三浦 佳子［消費生活コンサルタント］ 

 
関係者：田村 厚雄［経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室長］ 

根岸 寿実［    同  上     ガス・熱供給担当補佐］ 
千原 崇弘［    同  上         安全管理係長］ 
萬上 俊隆［    同  上          技術係長］ 
清水 良郁［    同  上     都市ガス保安専門職］ 
 

事務局：久本 晃一郎［高圧ガス保安協会           理事］ 
北出 昭二［    同  上      液化石油ガス部長］ 
松尾 武志［    同  上    液化石油ガス部長代理］ 
築別 菊之進［   同  上    液化石油ガス部審議役］ 
小林 正弘［    同  上  液化石油ガス研修課長代理］ 
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  ③ 有識者委員会の開催状況 

  開 催 日 審 議 内 容 

第 １ 回 平成28年 7月25日 ・本年度の事業について 

  ・自主保安事例集の作成について 

  ・「見える化」制度の検討について 

第 2 回 平成28年 9月12日 ・自主保安事例集について 

  ・「見える化」制度の検討について 

  ・需要家の保安意識等状況調査について 

第 3 回 平成28年 11月 3日 ・「見える化」制度の検討について 

  ・需要家の保安意識等状況調査について 

第 4 回 平成28年 12月20日 ・「見える化」制度の検討について 

  ・需要家の保安意識等状況調査について 

第 5 回 

 

・「見える

化」制度の

検討につ

いて 

 

 

・需要家の

保安意識

等状況調

査につい

て第 4 回 

平成29年 2月14日 ・「見える化」制度の検討について 

・安意識等状況調査について事業報告書(

案)について 

  ・需要家の保安意識等状況調査について 

  ・事業報告書(案)について 
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平成２８年１０月 

 

高圧ガス保安協会 
 

改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査事業委員会 



 

 

は じ め に 

 

平成２８年６月にとりまとめられた産業構造審議会保安分科会ガス安全小委

員会ガスシステム改革保安対策ＷＧ報告書において、『ガス小売事業者の中には、

これまでガス事業に携わってこなかった新規参入者も多く想定される。そのた

め、現行ガス事業者が積み重ねてきた自主保安の取組に関して、事例集として

ガス小売事業者に広く共有することは、小売完全自由化後のガス保安水準の維

持・向上に極めて有益であると考えられる。また、ガス事業者においても、更

なる自主保安の取組を促す観点から、各ガス事業者がその置かれた環境、需要

家のニーズ等を踏まえながら、創意工夫を凝らして最適な方法で実施している

事例を共有することは重要である。そこで、改正法施行までの間に、国として

一般ガス事業者による自主保安の取組事例を収集し、広く共有することが望ま

しい事例に関しては、「自主保安事例集」として作成し、事業者に公表すること

とする。』とされました。 

このため、経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室から高圧ガス保安

協会に委託した平成２８年度改正ガス事業法に係る小売事業者関連調査事業に

おいて改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会を設置し、関係法令、

告示、通達等に定められた義務的な保安業務を除き、一般ガス事業者において

自ら実施されている自主的な保安業務の事例を収集し、「自主保安事例集」とし

てとりまとめました。 

今後、新たにガス小売事業に参入される事業者だけではなく、既に取り組ん

でおられるガス事業者においても自主保安業務や自社の教育、訓練、事故時の

原因究明、再発防止などに積極的に活用いただくことを期待します。 

なお、自主保安事例のとりまとめにあたり、当委員会委員各位におかれては、

ご多忙のところ慎重かつ意欲的にご検討をいただき、また、(一社)日本ガス協

会、一般ガス事業者並びにその他関係団体各位には、自主保安の事例のご提供

等、種々ご協力いただき、無事に本事例集を完成させることができました。こ

こに改めて感謝申し上げます。 

 

平成２８年１０月 

 

改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会 

委員長  倉 渕   隆 



 

 

 

改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会名簿 

 

（敬称略・順不同） 

委 員： 倉渕  隆［東京理科大学 教授］ 

委 員： 金子  功［(一社)日本ガス協会 技術部長］ 

委 員： 木戸 啓人［電気事業連合会 工務部長］ 

委 員： 杉森 毅夫［(一社)日本コミュニティーガス協会 技術部長］ 

委 員： 夏目 智子［全国地域婦人団体協議会 幹事］ 

委 員： 藤野 珠枝［主婦連合会 副会長］ 

委 員： 三浦 佳子［消費生活コンサルタント］ 

 

関係者： 田村 厚雄［経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室長］ 

根岸 寿実［    同  上    ガス・熱供給担当補佐］ 

高橋 久美子［   同  上        企画調整係長］ 

千原 崇弘［    同  上        安全管理係長］ 

萬上 俊隆［    同  上          技術係長］ 

清水 良郁［    同  上     都市ガス保安専門職］ 

 

事務局： 久本 晃一郎［高圧ガス保安協会           理事］ 

北出 昭二［    同  上      液化石油ガス部長］ 
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１．事例集の目的 

ガス小売事業の全面自由化に伴い、これまでガス事業に携わってこなか

った新規参入者も多く想定される。そのため、現行の一般ガス事業者が積

み重ねてきた自主保安の取組に関して、事例集としてガス小売事業者に広

く共有することは、ガス小売事業の全面自由化後のガス保安水準の維持・

向上に極めて有意義である。 

また、既存の一般ガス事業者においても、各事業者がその置かれた環境

や規模、需要家のニーズ等を踏まえながら、創意工夫を凝らして最適な方

法で実施している事例を共有することは、さらなる自主保安の取組を促す

意味で重要である。 

このため、既存の一般ガス事業者が実施している消費機器周知・調査に

おける自主保安活動の中から、今後とも実施が望ましい取り組み事例を「自

主保安事例集」として取りまとめた。 

 

２．事例集の活用方法 

本事例集は、ガス小売事業者が周知・消費機器調査時等の需要家に接す

る機会に行なう自主保安業務や、教育、訓練、事故時の原因究明、再発防

止等に取り組むに当たって、各事業者が以下の方法により活用することを

念頭に取りまとめを行った。 

（１）これまでガス事業に携わってこなかった新規のガス小売事業者等が、

自主保安の取り組みを検討するに当たって、ガスを供給する需要家にお

ける消費機器の保有状況を把握し、その機器の名称等から取り組むべき

「自主保安事例」を検索し、その保有機器に応じた「消費機器調査」や

「周知」を確認することに利用する。 

（２）ガス小売事業者が保安業務の従事者に対する教育や訓練を実施するに

当たって、本事例集から教育事例を選定し、具体的な事例に基づいた検

討を行い、教育の習熟度を向上させることに利用する。 

（３）ガス事故の対策を検討するに当たって、事例集から事故ケースの類似

事故を検索し、その原因究明や再発防止策の検討に利用する。 

 

なお、本事例集では、法令等に規定された保安業務については、自主保

安業務とは異なる扱いとし、ガス小売事業者等の保安業務に関する省令（第

２条の消費機器に関する周知、第５条の消費機器調査の概要は、事例集参

考資料を参照されたい。）、告示及び関係通達によって実施されている事項

は含まれていない。これらの事項の実施に当たっては、関係法令等を参照
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されたい。 

また、本事例集は、一般ガス事業者から提供のあった代表的な自主保安

事例を取りまとめたものであり、一般ガス事業者の自主保安の取組の全て

を網羅的に集約したものではない。このため、本事例集の活用に当たって、

自主保安の実施内容としては、各ガス小売事業者における保安業務の創意

工夫に基づき、他にも様々な手段、方法があり得ることにも留意されたい。 

 

（参考資料） 

平成２８年６月 産業構造審議会保安分科会ガス安全小委員会  

ガ ス シ ス テ ム 改 革 保 安 対 策 ＷＧ 報 告 書 （抜粋） 

Ⅱ－２．ガス小売事業者による保安業務関係（４０頁から５１頁） 
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３．用語の意味、定義等 

本事例集で用いる用語の意味、定義等は、以下に定めるところによる。 

周知 需要家がガスを安全に使用するために注意を払うべきことなど、需

要家に対し、日頃の安全行動に関する情報提供を行い、理解を促すため

の活動。 

非安全型機器 不完全燃焼防止装置が搭載されていないガス機器のこと。

例えば、金網ストーブや不完全燃焼防止装置の搭載されていないふろが

まや小型湯沸器のこと。 

安全型機器 不完全燃焼防止装置が搭載されたガス機器のこと。例えば、

ＦＦ式ストーブ、不完全燃焼防止装置付き湯沸器など 
 

※燃焼器に係る用語については、以下の「参考」を参照。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 参 考 】 

 

給湯器※は、設置場所と給気、排気の方法によって次表のとおり分類されている。 

※給湯器： ガス瞬間湯沸器・ガス給湯器・ガスふろがま等 
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４．分類方法 

本事例集の各事例については、「ガス安全高度化計画（総合資源エネ

ルギー調査会都市熱エネルギー部会ガス安全小委員会報告書）」で定め

る区分に従って、大分類、中分類、実施項目の３区分に分類した。 

（１）大分類 

ガス小売事業者に求められる保安業務は、「消費機器調査」及び「周知」

であることから、大分類としては、「消費機器調査」及び「周知」とする。 

（２）中分類 

保安業務の作業内容をグループ化し、中分類として、次の事項につい

て設定する。 

① 消費機器調査に該当する項目として、「給排気確認」、「消費機器のＣ

Ｏ測定」、「ＣＯ測定ＮＧ時の対応」、「接続具適合性確認」、「接続具不

適合時の対応」、「消費機器情報の取得」、「非安全型機器の取替促進」、

「不良給排気設備の改善」、「ガス栓誤操作対応」及び「警報器の設置

促進」とする。 

②周知に該当する項目として、「消費機器に関する安全周知」及び「メー

ターなどに関する周知」とする。 

（３）実施項目 

具体的な作業のタイトルとする。 

 

５．個別事例一覧 

別紙に個々の事例を示す。なお、これら事例に掲載したイラスト、図表

等に関し、参照引用したものについては、その各々に出典を明示している。 
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事例
No.

項　　　　　　　　　　目 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 主　な　実　施　機　会　（例）

1 ＣＦガス機器のスモークテスト ○ 消費機器調査時

2 ガス機器の給排気設備の閉塞の確認　　 ○ ○ 消費機器調査時

3 アルコーブ内設置RF式機器の設置状況調査 ○ 消費機器調査時

4 排気筒経路の点検口の有無の確認 ○ ○ ○ 消費機器調査時

5 屋外式給湯器の設置状況の確認（波板囲いの確認） ○ 消費機器調査時

6 チャンバ内設置機器の設置状況の確認 ○ ○ ○ 消費機器調査時

7 強制排気式システムにおける排気扇の作動確認　　 ○ 消費機器調査時

8 特監法ラベルの確認　　 ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時

9 不備機器用ステッカーの貼付 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時

10 雪害（落雪、積雪）の消費機器調査時の確認 ○ ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時（冬期）

11 不燃防なし小型湯沸器のＣＯ測定【保安業務規程必須項目】 ○ 消費機器調査時

12 不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定 ○ 消費機器調査時

13 経年機器のCO測定 ○ ○ ○ 消費機器調査時

14 不燃防なしＣＦ・FE機器（バフラー付き）給湯器のCO測定 ○ ○ 消費機器調査時

15 不燃防なし浴室内CFふろがまへCO警報器設置 ○ 消費機器調査後のフォロー活動

16 不燃防あり小型湯沸器のCO不良時の改善活動 ○ 消費機器調査後のフォロー活動

17 CO測定の結果、使用禁止（消費機器調査時）需要家へのDM送付 ○ ○ ○ 消費機器調査後のフォロー活動

④接続具適合性確認 18 接続具の確認（特地下以外）【保安業務規程必須項目】 － － － － － － 消費機器調査時

19 劣化ゴム管の取替のお勧め － － － － － － 消費機器調査時

20 誤接続発見後の改善フォロー － － － － － － 消費機器調査時

21 消費機器（法定調査対象以外機器）の確認 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時

22 雪冬期（煖房使用時）のガスストーブの種類確認 ○ 消費機器調査時（冬期）

⑦非安全型機器の取替促進 23 非安全型機器の取替促進 ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時

24 不良給排気設備の改善促進（巡回折衝） ○ ○ 消費機器調査時

25 不良給排気設備の未改善時のCO警報器設置促進　　 ○ ○ 消費機器調査時

26 ガス栓キャップの取付け － － － － － － 消費機器調査時

27 ガス栓カバーの取付け － － － － － － 消費機器調査時

28 警報器設置有無の確認と設置促進 － － － － － － 消費機器調査時

29 業務用換気警報器の設置のお勧め【保安業務規程必須項目】 － － － － － － 消費機器調査時

30 業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知 － － － － － － 消費機器調査時

31 浴室内設置ＢＦ式ガスふろがまの安全使用の周知 ○ 消費機器調査時

32 外壁塗装工事時等の注意事項の周知 ○ ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時

33 不燃防あり小型湯沸器用換気注意ステッカーの貼付 ○ 消費機器調査時

34 業務用厨房における安全周知 消費機器調査時

35 雪害（落雪・積雪）の注意事項の周知 ○ ○ ○ ○ 消費機器調査時（冬期）

36 冷暖房使用時における小型湯沸器等使用時の換気励行周知 ○ 消費機器調査時（夏季・冬期）

37 塗装業者への注意喚起DMの送付・電話注意喚起 ○ ○ ○ ○ ○ 　　　－　　　（※各社にて決定）

38 マイコンメーターの機能、復帰方法の説明 － － － － － － 消費機器調査時

39 ガス臭有無の問診 － － － － － － 消費機器調査時

40 地震時の対応方法の周知 － － － － － － 消費機器調査時

※：給排気方式はふろがま及び湯沸し器に関する場合のみ。

⑫メーターなどに関する周知

個　　別　　事　　例　　一　　覧

実　施　項　目　早　見　表※

大分類及び中分類

消
費
機
器
調
査

周
知

①給排気確認

②消費機器のCO測定

③CO測定NG時の対応

⑤接続具不適合時の対応

⑥消費機器情報の取得

⑧不良給排気設備の改善

⑨ガス栓誤操作対応

⑩警報器の設置促進

⑪消費機器に関する安全周知

   5



【Ｎｏ．１】ＣＦ式ガス機器のスモークテスト［ 1 / 4］ 

 

1 / 4 

【Ｎｏ．１】ＣＦ式ガス機器のスモークテスト 

タイトル ＣＦ式ガス機器のスモークテスト 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○      

活動の必要性 ＣＦ式ガス機器（自然排気式ガス機器）は排ガスが適切に排出されてい

ないと、排気筒の逆風止め等から屋内に排ガスがあふれ、不完全燃焼に

よる一酸化炭素中毒（以下「ＣＯ中毒」という。）の発生や火災等につな

がる危険性があることから、排気状況の確認が必要であるため。 

特に、機器が長年使用されると、その燃焼性が悪くなり、不完全燃焼を

起こしやすくなる。 

ＣＦ式ガス機器は排ガスを室外に排出する時に、排気筒に上昇気流を発

生させる構造となっており、排気筒が壊れる、又は、浴室内が負圧とな

った場合には、排ガスが室内に逆流するおそれがある。 

 

【排ガスの逆流状況の概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期待される効果 スモークテストにより、ＣＦ式ガス機器の排ガスが排器筒からあふれ

出ていないことを確認し、排ガスがあふれ出ていた場合には、需要家に

対して目で見えるものとして給湯器の危険性を説明できる。 

また、機器交換や改善提案の需要家による受け入れにつながると考え

られ、ＣＯ中毒事故を防止するため改善折衝が円滑に進められること。 

【正常時の流れ】 【異常時の流れ】 
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実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に需要家先を訪問調査した際に、Ｃ

Ｆ式ガス機器が見つかった場合には、排気の健全性を

調べるために、スモークテストを実施する。 

 

 

【手順】 

１．ＣＦ式ガス機器の点火：機器に点火し、給湯を開始する。 

２．燃焼状態の安定化：給湯開始後、数分程度燃焼状態が安定するの

を待つ。 

３．スモークテスト：逆風止めの下でスモークテストを行う。 

  排ガスのあふれがないか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

（注意点） 

・スモークテストを行う場合、賃貸物件など使用者と所有者が異なる

場合は、その双方へスモークテスト実施に関して事前に了解を得る

必要がある。 

・スモークテストの結果による措置（使用禁止措置、危険周知等）も

双方へ周知等を行う必要がある。 

・ふろがまの場合、空焚きに注意し、必ず、浴槽に下限以上の水はり

を行った上で、点火すること。 

・換気扇を作動させる等して機器設置場所を負圧にしてしまうと排気

が逆流する恐れがあるため、注意する必要がある。 

 

 

４．機器の消火 

テストが終了したところで、給湯を止め、機器を消火する。 
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５．記録の作成 

テストの結果を調査票に記載する。 

６．需要家への結果の説明 

需要家に調査票を渡し、テスト結果を説明し、調査において不具

合が見つかった場合には、メーカーによる点検や機器の取替えなど

必要な措置や使用上の注意も併せて説明する。 

 

準 備 品 等 ・身分証（社員証等） 

・スモークテスター（気流検知器） 

（線香の煙でも対応可能） 

・調査票 

・安全周知パンフレット 
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関連事故事例 （平成１５年発生） 

台所の換気扇を作動中に、ＣＦ式ふろがまのシャワーを使用したため、

浴室内が負圧となり、逆風止めから排気があふれ、使用中のふろがまの

安全装置が作動し、一度燃焼が停止するも再度点火して使用しようとし

たため、浴室内にＣＯが滞留し重大な中毒事故に至ったもの。 

 

【換気扇の運転により負圧となった場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他  
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【Ｎｏ．２】ガス機器の給排気設備の閉塞確認 

タイトル ガス機器の給排気設備の閉塞確認 

大 分 類 消 費機器 調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○     

活動の必要性 ＣＦ式及びＦＥ式ガス機器の給排気設備が、ほこり・ゴミ等によって

詰まり、閉塞状態になると給排気が不十分な状態となり不完全燃焼を起

こし、ＣＯ中毒事故が発生するおそれがあることから、ガス機器の給排

気設備にほこり、ゴミ等が詰まって閉塞されていないか確認し、必要に

応じて清掃等を行い、給排気設備の健全性を維持するため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：ガス機器の設置基準及び実務指針(第８版）(一財)日本ガス機器検査協会編】 

 

期待される効果 消費機器調査時にＣＦ式ガス機器又はＦＥ式ガス機器が設置されてい

た場合には、その給排気設備の健全性を確認し、不具合が発見された時

は、需要家にその改善を促し、その改善がおこなわれること。 

 

ＦＥ式ガス機器 

ＣＦ式ガス機器 
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実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に、需要家先にＣＦ式ガス機器が設置されていた場

合には給気口及び排気筒の健全性を目視確認し、ＦＥ式ガス機器が設

置されていた場合には、給気口、機器本体の吸気口及び排気筒の健全

性を目視確認する。 

 

【手順】 

① 消費機器調査時において、ＣＦ式又はＦＥ式ガスの湯沸器が設置さ

れていた場合には、まず、給気口の付近を目視確認し、閉塞されて

いないか等を確認する。併せてＦＥ式ガスの湯沸器にあっては、機

器本体の吸気口を確認する。  

② 給気口等にほこりが認められた場合には、ブラシ等で簡単に清掃し

取り除くとともに調査票に目視された状況を記入する。  

③次に、屋外に出て、排気筒トップを調べ、排気筒内に、ごみや鳥の

巣などの異物が詰まっていないか確認する。  

④異物が確認され場合には掻き出し、トップ内をきれいにする。  

⑤排気筒トップがきれいになったら、防鳥ネットなどを取り付けごみ

などが入らないようにするか、又は⑦にあるように需要家に改善を

促す。 

⑥調査結果を調査票に記載する。 

⑦調査において不具合が見つかった場合には、需要家に調査票を交付

し、改善をお勧めする。特に、鳥の巣が見つかった場合には、その

地域が小鳥の生息地となっていることが考えられることから、需要

家に定期的に、排気筒トップの確認を行い、異常が認められた場合

には、取り除くとともに自社に連絡するようにお願いしておくこと

が望ましい。 
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出典：（一社）日本ガス協会ホームページ 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・安全周知パンフレット 

 

関連事故事例 （平成２０年発生） 

ＣＦ式ガス湯沸器に取付けられた排気筒トップが鳥の巣で塞がれ、Ｃ

Ｏ中毒事故が発生した。 

そ の 他  
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【Ｎｏ．３】アルコーブ内設置ＲＦ式機器の設置状況調査  

タイトル アルコーブ内設置ＲＦ式機器の設置状況調査 

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消 費 機 器 調

査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

    ○  

活動の必要性 アルコーブ内などの凹んだスペースにガス機器が設置されている場

合、環境によってはガス機器から排出された排ガスを給気することによ

り不完全燃焼をおこし、玄関扉などからＣＯが流入しＣＯ中毒事故が発

生するおそれがある。 

アパートやマンションなどの集合住宅の需要家の消費機器調査時に、

アルコーブ内に給湯器が設置されている場合、排気の状態を確認しアル

コープ内に排気が排出されている場合はＣＯ測定などの調査を行い、需

要家にガス機器等の適正設置をお勧めするため。 

 

期待される効果 アルコーブ内に排気が排出されている場合、ＣＯ濃度測定を実施する

ことにより危険性を需要家へ訴求が図れるので、需要家の理解を得やす

くなり、排気方向の改善や機器のメンテナンスなどの改善折衝が円滑に

進められること。 

 

実施のポイント 【概要】 

集合住宅の消費機器調査時に、アルコーブ内にＲＦ式の給湯器が設

置されていることを発見した場合には、排気の状態を確認する。アル

コープ内に排気が排出されている場合、需要家に燃焼状態確認の了承

を得た上でＣＯ測定を実施する。 

ＣＯ測定の結果、給湯器が不完全燃焼している場合には注意喚起を

実施するとともに排気方向の改善や機器のメンテナンスを促す。後日、

ダイレクトメールによる周知などフォローアップを行う。 

【手順】 

①消費機器調査時に集合住宅の需要家を訪問したときに、玄関の様子

を確認する。 

②玄関にアルコーブが設置されていた場合には、需要家に了承を得て、

内部の確認を行う。 
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③アルコーブ内にＲＦ式の給湯器が設置されていた場合には、排気の

経路を確認する。 

④給湯器の排気がアルコーブ内に排出されていることが確認された場

合（ＣＯ濃度の測定を行うか否かは各社の判断による。実施の判断

例参照のこと。）には、需要家の承諾を得て、⑤から⑨ＣＯ濃度測定

を行う。 

⑤まず、給湯器に点火し、給湯を開始する。 

⑥給湯開始後、燃焼状態が安定するまで数分程度待つ。 

⑦排ガスの吹き出し口から排ガスをサンプリングし、ＣＯ濃度測定を

行う。 

⑧測定の結果が一定の値を超えていた場合（各社において、ＣＯ濃度

測定を行うと決定した場合には、判断基準をメーカーに予め問い合

わせておくこと。）には、給湯器が不完全燃焼を起こしていることか

ら、調査票に記載する。 

⑨作成した調査票により、給湯器が不完全燃焼していることを需要家

にお知らせするとともに、給湯器を使用しているときは玄関を開放

しない、アルコーブ内の換気に注意すること、また、排気方向の改

善や速やかにメーカーによるメンテナンスを受ける必要があること

などの周知を行う。後日、ダイレクトメールなどを用いてフォロー

アップを行う。 

 

【実施の判断例】 

下記３項目の全てに該当する場合には、ＣＯ濃度測定を実施する。 

①玄関前にアルコーブがあり、かつ、３面が囲われている。 

②アルコーブ内に給湯器が設置されている。 

③給湯器からの排気が、アルコーブ内の玄関方向に排出され、それが

滞留するおそれがある。 
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●アルコーブでの誤った設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：ガス機器の設置基準及び実務指針(第８版）３１１図１５９「アルコーブでの設置例」(一財)日本ガス機器検査協会編】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：ガス機器の設置基準及び実務指針(第８版）３１２頁図１６１「アルコーブでの誤った設置の例」(一財)日本ガス機器検査協会編】 
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準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・ＣＯ検知器 

・安全周知パンフレット 

 

関連事故事例  

 

 

そ の 他  
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【Ｎｏ．４】排気筒経路の点検口の有無の確認  

タイトル 排気筒経路の点検口の有無の確認  

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○  ○   

活動の必要性 給湯器等の排気筒の点検口の有無と隠ぺい部における排気筒の設置状

況を確認することは、目視できない範囲を極力減らすことで、排ガスに

よるＣＯ中毒防止を図るために有益であるため。 

点検口又は通気口のいずれかの設備が設けられていた場合には目視確

認を行う。 

（点検口の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通気口の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図【出典：業務用ガス機器の設置基準及び実務指針(第 5 版) P.166 図 120 及び図 121 (一財)日本ガス機器検査協会編】  
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期待される効果 目視できる範囲を確実に目視確認することにより、ＣＯ中毒事故とな

りうる要因の早期発見につながること。 

実施のポイント 【概要】 

天井裏等の隠ぺい部に設置された排気筒の経路、点検口の有無を確

認し、可能な限り点検口からの目視確認を行い、目視確認できない範

囲を減らし、排気筒外れ等の設備不備を発見する。  

【手順】 

①消費機器調査時の機会に、需要家先に設置されている全ての給湯器

等を調査し、それに接続されている排気筒の経路を確認する。  

②排気筒の先端位置と給湯器等の設置位置により、天井裏の隠ぺい部

に排気筒が設置されていないか確認する。 

③次に、その排気筒の経路上に点検口が設置されているか確認する。  

④点検口を発見した場合には、それを開けて、可能な限り目視により

排気筒の設置状況を確認する。 

⑤天井裏隠ぺい部の排気筒の目視確認の結果を調査票に記載する。  

⑥調査票を需要家に手渡し、天井裏隠ぺい部に排気筒があること、異

常を感じた場合の注意事項等についても周知する。  

⑦また、機器本体へ注意ステッカーの貼付を依頼する。  

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・注意ステッカー 

・安全周知パンフレット 

・脚立 

・懐中電灯 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．５】屋外式給湯器の設置状況の確認（波板囲いの確認）  

タイトル 屋外式給湯器の設置状況の確認（波板囲いの確認） 

大 分 類 消費機器調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

    ○  

活動の必要性 屋外に設置された機器であっても、周囲の開放空間を波板等で囲うこ

とにより、設置されていた消費機器が屋外設置とみなされない場合や、

居室等へ通ずる窓、又は扉等がある場合は排ガスが室内に流入するおそ

れがあり、波板囲い等の設置状況を確認するため。 

 

 

 

 

 

 

期待される効果 ガス消費機器の設置状況について、需要家に不適切な状況となってい

ることを認識していただくことにより、機器の移設や設置状況の改善に

つながること。 

 

実施のポイント 【概要】 

設置当初は屋外に設置されていた機器であっても、需要家の都合で

波板などにより囲われ、自然換気が十分に行われない空間となってい

る場合があり、波板囲い等の設置状況を確認し、その設置状況が屋外

とみなされるのか、屋外とはみなされないのかを確認する。  

 

【手順】 

①屋外設置機器が波板などで囲われていないか確認し、換気が不十分

な空間となっていないか確認する。  

②調査の結果、屋外式ガス機器が波板等で囲われて、換気が不十分な

状況が認められた場合には、その結果を調査票に記載する。 

③調査票を需要家に渡し、屋外式ガス機器が波板などで囲われ、自然

換気が十分に行われない場所は屋内と同等に扱われ、ガス機器の移
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設、ガス機器の変更（ＦＥ式ガス機器・ＦＦ式ガス機器で排気筒の

設置されたもの）、波板等の撤去などの設備改善が必要であることを

お願いするとともに、改善されるまでは機器の使用禁止をお願いす

る。 

④一部が開放され自然換気が行われる空間であっても、一方に居室等

に通ずる窓または扉等の開閉可能な壁等で仕切られている場合に

は、一時的に排ガスが居室等に流入するおそれがあるため、安全に

使用していただくための周知を行う 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・安全周知パンフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．６】チャンバ内設置機器の設置状況の確認 

タイトル チャンバ内設置機器の設置状況の確認 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

  ○ ○   

活動の必要性 チャンバ内設置機器は消費機器調査対象外であるが、チャンバ内に適

切な機器が設置されていること及び排気筒の状況を確認して、確実に安

全使用の周知を実施するため。 

○設置例 

 

【出典：ガス機器の設置基準及び実務指針(第８版) ３６５ 図 228 (一財)日本ガス機器検査協会編】 

期待される効果 排気筒などを目視確認することで、排気筒のはずれ、穴あき等による

燃焼排ガスの不適切な流出、給排気バランスが崩れたことによる機器の

不完全燃焼やＣＯの流出を防ぐことにより、ＣＯ中毒事故の未然防止に

つながること。 

 

実施のポイント 【手順】 

①消費機器調査時に、集合住宅については、需要家の了承を得て、チ

ャンバの有無を確認する。 

②チャンバがあった場合には、その中に設置されている機器は適切な

機器（ＢＦ－Ｃ式、ＦＦ－Ｃ式、ＦＦチャンバ設置式の給湯器）が



【Ｎｏ．６】チャンバ内設置機器の設置状況の確認［ 2 / 2］ 
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設置されているかを確認する。 

③いずれかの機器が設置されていた場合には、以下の事項を目視確認

する。 

・機器銘板の確認 

・排気筒トップ周囲の障害物の確認 

・排気筒のはずれ、穴あき等の確認 

・排気筒トップの突き出しの確認 

・排気筒の固定 

④目視確認において、不具合等を確認した場合には、調査票に確認結

果を記載する。 

⑤需要家に調査票を渡し、給湯器等の排気筒の不具合について説明し

て、安全周知、改善のアドバイス等を実施する。 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・懐中電灯 

・安全周知パンフレット 

関連事故事例  

 

そ の 他 チャンバ方式とは、集合住宅の解放廊下に面した専用設置部分にガス

機器を設置する方式のことである。 
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【Ｎｏ．７】強制排気システムにおける排気扇の作動確認 

タイトル 強制排気システムにおける排気扇の作動確認  

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消 費 機 器 調

査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

 ○     

活動の必要性 ＣＦ式ガス機器の排気筒に排気扇が設置されている場合＊、排気扇が停

止した際に燃焼器へのガス供給を自動的に遮断する装置を設置すること

が法令で定められている。 

排気扇が停止してもガス供給が自動的に遮断されないと、排ガスが強制

的に排気されないことから不完全燃焼によるＣＯが発生し、ＣＯ中毒事

故が発生するおそれがある。 

このため、法定の消費機器調査として上記装置が設置されていることを

確認することに加え、作動確認を行うことが望ましい。 

 

＊強制排気システムといい、ガス機器本体はＣＦ式であるが、システム全体として給排気方式

はＦＥ式に分類される。 

 

＜強制排気システムの例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：ガス機器の設置基準及び実務指針(第 8 版) 382 図 256 (一財)日本ガス機器検査協会編】 

 

排気扇 



【Ｎｏ．７】強制排気システムにおける排気扇の作動確認［ 2 / 2］ 

 

 

 

 2 / 2 

期待される効果 排気扇が正常に作動することを消費機器調査時に確認することによ

り、ガス事故の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

強制排気システムの排気扇の電源が外れ、排気扇が停止していたにも

拘わらずガス供給が継続されたことで燃焼排ガスが強制的に排気され

ずＣＯ中毒事故が発生した事例があり、同種事故の発生を防止するた

めに排気扇の作動確認を行うことが重要である。 

 

【手順】 

排気筒、排気扇に関する消費機器調査時に、法定調査項目に加えて

下記の自主保安作業を実施する。 

①電源が入っていない場合に、ガス湯沸器等が燃焼しない、又は燃焼

停止することを確認することで、排気扇停止時にガス供給が自動的

に遮断されることを確認する。 

②①で不具合が見つかった場合には、調査票を作成し、これを需要家

に渡し、改善を勧める。 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・安全周知パンフレット 

関連事故事例 （平成１４年） 

強制排気システムの排気扇に不具合があり重大事故が発生した。  

そ の 他  
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 1 / 2 

【Ｎｏ．８】特監法ラベルの確認 

タイトル 特監法ラベルの確認 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

  ○ ○   

活動の必要性 密閉燃焼式機器の給排気調査が省略可能か否かの判断を行うためには

特監法の表示ラベルの確認が必要である。また、有資格者監督の下で設

置されたガス消費機器であることを確認する必要があるため。 

 

期待される効果 有資格者のもとで設置された消費機器であること確認することにより、

消費機器調査の的確な実施につながること。 

 

実施のポイント 【手順】 

① 消費機器調査時に需要家が保有する消費機器を調査する。 

② ふろがま、１２ｋW 以上の瞬間湯沸器、７ｋW 以上のその他の湯沸器

を保有していることが明らかとなった場合には、機器本体と排気筒に

特監法※の表示ラベルが貼付されているか確認する。 

③ 表示ラベルが貼付されている場合には下の表示ラベルの項目が記載

されているか目視確認する。 

④ 密閉燃焼式機器であって表示ラベル※が無い場合は給排気調査を行

う。 

 

○表示ラベルの例 

 

 

 

 

 

 

 

※表示ラベルは施工の経緯が分かるように機器、排気筒、給排気部

の見やすい場所に貼付することとなっています。 
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○表示ラベルの対象機器 

 

 

 

 

 

 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・安全周知パンフレット 

 

関連事故事例  

そ の 他 ※特監法とは、「特定消費機器の設置工事の監督に関する法律」の略称で

ある。本事例集において同じ。 
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【Ｎｏ．９】不適合機器用ステッカーの貼付  

タイトル 不適合機器用ステッカーの貼付  

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活動の必要性 不適合機器を発見した場合、その使用に伴うガス事故の発生防止の為、

不備内容や危険性等を標記した周知ステッカーを貼付することで、当該

機器使用によるガス事故の発生を防止するため。 

 

期待される効果 不適合機器の使用によるガス事故の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に不適合状態を発見した場合に需要家に安全周知を

行うが、口頭やチラシ・冊子による周知だけでは、その後、需要家が

うっかりガス機器を使用してしまう懸念がある。また、同居人がいる

場合や業務用などで複数の使用者がいる場合などは、周知した需要家

以外の方が、知らずにガス機器を使用してしまうことも考えられるこ

とから、不適合機器等に直接周知ステッカーを貼付し、直接的、視覚

的に周知内容を認識できるようにする。 

併せて、望ましい使用方法や設備状況の改善等をお願いする周知ス

テッカーも貼付する。 

 

【手順】 

・不適合の内容に適したステッカーを機器本体等の見えやすい場所に貼

付する。 

・貼付にあたっては、需要家の同意を得ること。 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・各種ステッカー 
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関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．１０】雪害（落雪、積雪）の消費機器調査時の確認 

タイトル 雪害（落雪、積雪）の消費機器調査時の確認 

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 給排気確認 主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

（冬期） 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○  ○ ○  

活動の必要性 落雪・積雪により、屋外設置の給湯器の排気口や給気口が閉塞された

ことにより、フロントカバーの変形や、機器が異常燃焼又は不完全燃焼

し、ガス事故に至る可能性がある。 

消費機器調査時に給排気等先端や給排気設備の状態を確認すること

で、事故防止につながるとともに、具体的に需要家へ注意喚起（降雪時

の使用前の給排気設備の確認等）するため。 

期待される効果 需要家に注意喚起をすることで、需要家自らが、積雪時、あるいは積

雪後の使用前に、給湯器の状態を確認することにより、不完全燃焼や異

常着火の発生をなくし、ガス事故の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

積雪地域においては、給湯器の設置は主に屋内であるが、近年では

ベランダ等を中心に屋外に設置されることも多くなってきている。近

隣の家と湯沸器が近接している場合、建物開口部等との離隔距離を確

保するため、排気トップに上方排気用のアダプターを取り付けること

が多い。この上方排気用のアダプターに、屋根等から雪が落下したこ

とにより、フロントカバーの変形事象が頻発した。また、除雪作業時

に給排気設備を破損する可能性もある。 

消費機器調査時に給排気筒先端が雪でふさがれていないか、除雪作

業時に破損されていないか等の確認を行なう。 
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○イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・安全周知パンフレット（雪害対策用：事例集 No.35 参照のこと） 

 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．１１】不燃防なし小型湯沸器のＣＯ測定【保安業務規程必須項目】  

タイトル 不燃防なし小型湯沸器のＣＯ測定【保安業務規程必須項目】  

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 消 費機器の

ＣＯ測定 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

     ○ 

活動の必要性 不燃防※なし小型湯沸器は、燃焼状態が悪くなった場合でも継続して使

用が可能な場合がある。 

使用頻度も高く、開放式であり屋内に直接排気ガスが排出されるため、

不完全燃焼を起こした場合にＣＯ中毒事故に繋がる可能性が高いことか

ら取替を促進し、これに起因する事故を未然に防止するため。 

 

期待される効果 不燃防なし小型湯沸器は非安全型機器であることから、取替えを促進

する機器となっており、ＣＯ測定結果を用い機器の劣化状況を需要家へ

具体的に説明することで、取替・取外しの促進につながること。 

 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に、不燃防なしの小型湯沸器を保有していることが

判明した場合には、ＣＯ濃度測定を実施し、不具合が見られた場合に

は、メーカーによる点検や取替などを勧める。 

 

【注意点】 

・賃貸物件など使用者と所有者が異なる場合は、その双方へＣＯ測定

実施に関して事前に了解を得る必要がある。 

・測定の結果による措置（使用禁止措置、危険周知等）も双方へ周知

等を行なう必要がある。 

・既に不完全燃焼が発生している可能性があるため、作業者の安全を

確保する必要があることから、作業者にポケットＣＯ警報器等を携

帯させる必要がある。 
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【手順】 

① 費機器調査時等に不燃防なし小型湯沸器が設置されていた場合に

は、需要家の了解を得て、その機器のＣＯ濃度測定を行う。 

②まず、機器に点火し、給湯を開始する。 

③給湯開始後、数分程度燃焼状態が安定するのを待つ。 

④機器上部の排気口（フィン）において、ＣＯ検知器のサンプラーを

用い前後左右にゆっくり動かしながらフィン上部をまんべんなくサ

ンプリングし、ＣＯ濃度を測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤測定したＣＯ濃度が一定の値を超えていた場合（その他の欄に記載

した「（一社）日本ガス石油機器工業会のガイドライン」を参照）に

は、判定を行う。 

⑥調査結果を調査票に記載する。 

⑦不具合があった場合には、改善通知書を作成し、これを用いて、取

替のお勧めやメーカーによるメンテナンスなど必要な周知を行う。 

⑧問題がなかった場合には、ガスの安全使用に関する周知を行う。 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・調査票 

・ＣＯ検知器、 

・ポケットＣＯ警報器 

・ステッカー等 

 

関連事故事例 （平成１７年） 

小型湯沸器から浴槽に給湯し、小型湯沸器が長時間使用による不完全

燃焼を起こし、重大なＣＯ中毒事故が発生した。 

換気扇は故障し、窓は閉められており換気は行われていなかった。 

排ガスの採取は、専用のサンプ

ラーを用い、前後左右にゆっく

り動かしながらフィン上部をま

んべんなくサンプリングする。 
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そ の 他  ※不燃防とは、不完全燃焼防止装置の略であり、本事例集においては、  

装着されているものは、「不燃防あり」とし、装着されていないもの  

は「不燃防なし」とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定結果の説明とシールの例  

判判定 h はんて判定 

い半結果と定結果の説明とシールの例  
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出典：（一社）日本ガス石油機器工業会ガイドライン 
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【Ｎｏ．１２】不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定 

タイトル 不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定 

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 消 費 機 器 の

ＣＯ測定 

実施頻度 消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

     ○ 

活動の必要性 不燃防あり小型湯沸器においても、不完全燃焼により安全装置が作動

したにも関わらず、繰り返し点火（使用）することにより、ＣＯ中毒事

故発生のおそれがあるため。 

期待される効果 不燃防あり小型湯沸器は使用頻度も高く、開放式であり屋内に直接排

気ガスが排出されるため、不完全燃焼を起こした場合にＣＯ中毒事故に

繋がる可能性が高い。 

不燃防あり小型湯沸器であってもインターロック機構※のないものは、

ＣＯ測定を行い、需要家へＣＯ測定の結果により機器の状態を示すこと

が可能となり、機器の取替えなどの改善折衝が円滑に進められること。 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に、不燃防あり小型湯沸器であっても、インターロ

ック機構のないものを保有していることが判明した場合には、ＣＯ濃

度測定を実施し、不具合が見られた場合には、メーカーによる点検や

取替などを勧める。 

 

【注意点】 

・賃貸物件など使用者と所有者が異なる場合は、その双方へＣＯ測定

実施に関して事前に了解を得る必要がある。 

・測定の結果による措置（使用禁止措置、危険周知等）も双方へ周知

等を行う必要がある。 

・既に不完全燃焼が発生している可能性があるため、作業者の安全を

確保する必要があることから、作業者にポケットＣＯ警報器等を携

帯させる必要がある。 
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【手順】 

① 消費機器調査時に不燃防あり小型湯沸器であっても、インターロッ

ク機構のないものが設置されていた場合、需要家の了解を得て、湯

沸器のＣＯ濃度測定を行う。 

②まず、湯沸器に点火し、給湯を開始する。 

③給湯開始後、数分程度燃焼状態が安定するのを待つ。 

④湯沸器上部の排気口（フィン）において、ＣＯ検知器のサンプラー

を用い前後左右ゆっくり動かしながらフィン上部をまんべんなくサ

ンプリングし、ＣＯ濃度を測定する。 

⑤ＣＯ濃度の測定結果は、判断基準（その他の欄に記載した(一社)日

本ガス石油機器工業会のガイドラインを参照）により判定を行う。 

⑥調査結果を調査票に記載する。 

⑦不具合が見つかった場合には、調査票を用いて、取替のお勧めやメ

ーカーによるメンテナンスなど必要な周知を行う。 

⑧特段問題なかった場合には、ガスの安全使用に関する周知を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備品等 ・身分証 

・ＣＯ検知器 

・ポケットＣＯ警報器 

・調査票 

・周知用チラシ・ステッカー等 

 

 

 

 

 

（写真：ガス警報器工業会ホームページより） 

排ガスの採取は、専用のサンプ

ラーを用い、前後左右にゆっく

り動かしながらフィン上部を

まんべんなくサンプリングす

る。 
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（イラスト：経済産業省公式Ｗｅｂサイト「ガス安全見直し隊」より） 

関連事故事例  

そ の 他 ※インターロック機構の義務付けについて 

ガス用品規制に係るこれまでの取り組みの変遷について（抄） 

平成２２年８月２６日 

経済産業省製品安全課 

③ 開放式ガス瞬間湯沸器等に係る技術基準強化（平成２０年４月） 

不完全燃焼防止装置が搭載されている開放式ガス瞬間湯沸器を使用中に

換気不足から一酸化炭素中毒となり１名が死亡した。原因調査の結果、

使用過程で給気口に埃がたまり、熱交換器に煤が付着していたもので、

不完全燃焼防止装置が作動していたものの、そのたびにリセットして使

い続けていたと考えられるものであった。 

このため、開放式の機器を中心に他の機器も含めて、ＣＯ濃度の基準値

や不完全燃焼防止装置の基準強化等、以下の技術基準改正を行った。 

ⅰ)インターロック機能の義務付け（開放式ガス瞬間湯沸器） 

不完全燃焼防止装置が連続して３回作動した場合、通常の操作では再び 

点火できない機能を有することを義務づけ。 
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判定結果の説明とシールの例 
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出典：（一社）日本ガス石油機器工業会ガイドライン 
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【Ｎｏ．１３】経年機器のＣＯ測定 

タイトル 経年機器のＣＯ測定 

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 消 費 機 器 の

ＣＯ測定 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対 象 機 器 所

有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○    ○ 

活動の必要性 製造から一定年数以上経過したガス機器は、使用環境や使用頻度によ

って劣化し、給気・排気不良により不完全燃焼を起こす場合がある。そ

の状態で使用を継続すると、排ガスに含まれるＣＯにより、ＣＯ中毒に

至る可能性があり、機器の劣化状況を調査する必要があるため。 

期待される効果 経年による事故リスクを低減させるため、製造から一定年数以上※経過

したふろがま・湯沸器等を対象にＣＯ測定を行うことで、事故の抑制、

安全機器への取替えなどの改善折衝が円滑に進められること。 

 

実施のポイント 【概要】 

機器の銘板を確認し、製造から一定年数以上経過しているガス機器

のＣＯ測定を行う。 

 

【注意点】 

・賃貸物件など使用者と所有者が異なる場合は、その双方へＣＯ測定

実施に関して事前に了解を得る必要がある。 

・測定の結果による措置（使用禁止措置、危険周知等）も双方へ周知

等を行なう必要がある。 

・既に不完全燃焼が発生している可能性があるため、作業者の安全を

確保する必要があることから、作業者にポケットＣＯ警報器等を携

帯させる必要がある。 

 

【手順】 

① 消費機器調査時に設置後一定年数以上経過したふろがまや給湯器が

設置されていた場合には、需要家の了解を得て、その機器のＣＯ濃

度測定を行う。 

② まず、機器に点火し、給湯を開始する。 
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③ 給湯開始後、数分程度燃焼状態が安定するのを待つ。 

④ 機器の排気口(フィン)において、ＣＯ検知器のサンプラーを用い前

後左右ゆっくり動かしながらフィン上部をまんべんなくサンプリン

グし、ＣＯ濃度を測定する。 

⑤ 測定したＣＯ濃度を下の判断基準により判定を行う事例集 No.１１

のその他の欄の（一社）日本ガス石油機器工業会ガイドラインを参

照のこと）。 

⑥調査結果を調査票に記載する。 

⑦不具合があった場合には、調査票を作成し、これを用いてお客様へ

取替えのお勧めやメーカーによるメンテナンスなど必要な周知を行

う。 

・事例 No.11 のＣＯ検知器を用いて、ＣＯ測定を実施する。 

・濃度測定の結果、ＣＯ不良の場合は、危険性の周知及び使用禁止

のお願いをする。 

・必要に応じ、機器にステッカーを貼るなどの対応も行なう。 

⑧特段問題がなかった場合には、ガスの安全使用に関する周知を行う。 

 

 

準備品等 ・身分証 

・ＣＯ検知器 

・ポケットＣＯ警報器 

・調査票 

・判定シール、 

・ステッカー等 

 

 

 

 

 

 

【出典：(一社)日本ガス石油機器工業会】 

 

 

判定結果の説明とシールの例 



【Ｎｏ．１３】経年機器のＣＯ測定［ 3 / 6］ 
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関連事故事例 （平成１６年発生） 

小型湯沸器の不完全燃焼による重大なＣＯ中毒事故が発生した。 

給気口にほこりが詰まり、熱交換器内に大量のすすが付着していた。 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１３】経年機器のＣＯ測定［ 4 / 6］ 
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そ の 他 ※参考：ガス石油機器工業会の公式ＷＥｂサイトでは経年劣化の目安を１０年としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１３】経年機器のＣＯ測定［ 5 / 6］ 
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【Ｎｏ．１３】経年機器のＣＯ測定［ 6 / 6］ 
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図【出典：(一社)日本ガス石油機器工業会】 

 



【Ｎｏ．１４】不燃防なしＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器のＣＯ測定［ 1 / 4］ 
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【Ｎｏ．１４】不燃防なしＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器のＣＯ測定 

タイトル 不燃防なしＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器のＣＯ測定 

大 分 類 消 費 機 器 調

査 

中 分 類 消 費 機 器 の

ＣＯ測定 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対 象 機 器 所

有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○     

活動の必要性 長期間使用したＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器は、使用環境

や使用頻度によって劣化し、給気・排気不良により不完全燃焼を起こし、

その状態で使用を継続すると、ＣＯ中毒に至る可能性があるため。 

期待される効果 ＣＯ測定の結果（機器の状態）を需要家へ周知することにより、修理・

取替えなどの折衝が円滑に進められること。 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に需要家が保有するガス機器の排気筒にバフラーが

付いているものがないか確認し、バフラーが付いているものがあった

場合には、不燃防の有無を確認し、不燃防がついていなかった場合に

は、ＣＯ測定を行う。 

 

【手順】 

①消費機器調査時に不燃防なしＣＦ式又はＦＥ式（バフラー付）給湯

器が設置されていた場合には、需要家の了解を得て、給湯器のＣＯ

濃度測定を行う。 

②給湯器に点火し、給湯を開始する。 

③給湯開始後、数分程度燃焼状態が安定するのを待つ。 

④排気筒の逆風止め部分にＣＯ検知器のサンプラーを差し込みサンプ

リングし、ＣＯ濃度を測定する。 

⑤測定したＣＯ濃度を判断基準により判定を行う（その他の欄の「(一

社)日本ガス石油機器工業会ガイドライン」を参照のこと）。 

⑥調査結果を調査票に記載する。 

⑦不具合があった場合には、調査票を作成し、これを用いて、需要家

へ使用禁止、取替のお勧め及びメーカーによるメンテナンスなど必

要な周知を行う。 

⑧特段問題がなかった場合には、ガスの安全使用に関する周知を行う。 



【Ｎｏ．１４】不燃防なしＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器のＣＯ測定［ 2 / 4］ 
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○サンプリング方法の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備品等 ・身分証 

・ＣＯ検知器 

・調査票 

・安全周知パンフレット 

 

 

 

 

 

 

ＣＯ検知器 

関連事故事例  

 

 

 

 

ＣＦ式湯沸器 ＣＦ式ふろがま 

排ガスの採取は、逆風止めの下部

（逆風止め内排気通路）へパイプ

型採取管を挿入して、動かしなが

ら採取する。逆風止め内蔵機器に

ついては、排気孔中央部へパイプ

型採取管を挿入して、動かしなが

ら採取する。 

排ガスの採取は、逆風止めの下部

（逆風止め内排気通路）へパイプ

型採取管を挿入して、動かしなが

ら採取する。 



【Ｎｏ．１４】不燃防なしＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器のＣＯ測定［ 3 / 4］ 
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そ の 他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（一社）日本ガス石油機器工業会ガイドライン 

 



【Ｎｏ．１４】不燃防なしＣＦ式・ＦＥ式（バフラー付き）給湯器のＣＯ測定［ 4 / 4］ 

 

 

 4 / 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定結果の説明とシールの例 



【Ｎｏ．１５】不燃防なし浴室内ＣＦふろがま等へのＣＯ警報器設置［ 1 / 3］ 
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【Ｎｏ．１５】不燃防なし浴室内ＣＦふろがま等へのＣＯ警報器設置 

タイトル 不燃防なし浴室内ＣＦふろがま等へのＣＯ警報器設置 

大 分 類 消費機器 

調査 

中 分 類 Ｃ Ｏ 測 定 Ｎ

Ｇ時の対応 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時及びその

後のフォロー活動時※ 

対象需要家 対 象 機 器 所

有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○     ○ 

活動の必要性 不燃防なしの浴室内設置ＣＦ式ふろがまと不燃防なしの小型湯沸器

は、原則、安全型機器への取り替えを促進しているが、使用者の事情に

よって取り替えを拒否される場合がある。これらに起因するＣＯ中毒事

故を防止するため。 

期待される効果 消費機器調査時に当該機器のＣＯ測定を行い、必要に応じて、取り替え

の折衝を行うが、取り替えが出来ない場合は、当面の措置としてＣＯ警

報器の設置をお勧めする。これにより、ＣＯ中毒事故の未然防止につな

がること。 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に需要家が当該機器を保有していることが判明した

場合には、需要家の承諾を得て、機器のＣＯ測定を行い、必要に応じ

て、使用禁止周知（了承を得られれば使用禁止措置）を行い、当該機

器の取り替えを目指すが、取り替えにご協力いただけない場合が多い。 

その際には、ＣＯ警報器の設置をお勧めし、警報器が鳴動した際に

は使用を中止してご連絡をいただくようお願いする。 

また、ＣＯ測定にご理解・ご協力をいただけない需要家にあっては、

安全を優先し、同様にＣＯ警報器の設置をお勧めする。 

 

【手順】 

①消費機器調査時に需要家が保有するガス機器を確認する。 

②不燃防なし浴室内ＣＦ式ふろがままたは不燃防なし小型湯沸器を保

有していることが判明した場合には、調査票にその旨を記入する。 

③需要家の承諾が得られた場合には、事例 No.１１の手順に沿ってＣＯ

測定を行う。 

④調査票を需要家に渡し、当該機器の取替えのお勧めを行うが、取り

替えていただけない場合やＣＯ測定にご協力いただけない場合に

は、ＣＯ警報器を設置する。 

※フォロー活動時は、各事業者が決める事項 



【Ｎｏ．１５】不燃防なし浴室内ＣＦふろがま等へのＣＯ警報器設置［ 2 / 3］ 
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準備品等 ・身分証 

・調査票 

・ＣＯ検知器 

・ＣＯ警報器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１５】不燃防なし浴室内ＣＦふろがま等へのＣＯ警報器設置［ 3 / 3］ 
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関連事故事例  

そ の 他  

 



【Ｎｏ．１６】不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定値不良時の改善活動［1 / 3］ 
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【Ｎｏ．１６】不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定値不良時の改善活動 

タイトル 不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定値不良時の改善活動 

大 分 類 消費機器 

調査 

中 分 類 Ｃ Ｏ 測 定 Ｎ

Ｇ時の対応 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対 象 機 器 所

有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

     ○ 

活動の必要性 不燃防あり小型湯沸器の排ガスは開放式であることから屋内に排出さ

れるため、排ガスのＣＯ濃度がガイドライン（※）の基準値を超えている場

合、ＣＯ中毒事故が発生する恐れがあり、機器のメンテナンス等が必要

であるため。 

 

※事例集 No.11 のその他の欄に記載した「参考[(一社)日本ガス石油機器工業会のガイドライン]」を参照 

期待される効果 正常な燃焼状態に戻すことにより、ＣＯ中毒事故の未然防止につなが

ること。 

 

実施のポイント 【概要】 

・消費機器調査時に不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定を行い、その値

が不良の場合は、危険性の周知をするとともの使用禁止のお願いを

する。 

・機器の取替え又はメンテナンス（熱交換器の清掃、部品交換（熱交

換器取替えなど）をお勧めし、需要家の承諾が得られた場合、実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１６】不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定値不良時の改善活動［2 / 3］ 
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準備品等 ・身分証 

・パンフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１６】不燃防あり小型湯沸器のＣＯ測定値不良時の改善活動［3 / 3］ 
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関連事故事例  

 

 

そ の 他  

 

 

 
 
 

判定結果の説明とシールの例 



【Ｎｏ．１７】ＣＯ測定の結果、使用禁止（消費機器調査時）需要家へのＤＭ送付［ 1 / 1］ 
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【Ｎｏ．１７】ＣＯ測定の結果、使用禁止（消費機器調査時）需要家へのＤＭ送付 

タイトル ＣＯ測定の結果、使用禁止（消費機器調査時）需要家へのＤＭ送付 

大 分 類 消費機器 

調査 

中 分 類 Ｃ Ｏ測定Ｎ

Ｇ時の対応 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時及びその

後のフォロー活動時※ 

対象需要家 対象機器所

有先 

対 象 機 器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○    ○ 

活動の必要性 消費機器調査時にＣＯ測定値が不良あった場合には危険周知を実施し、

使用禁止や機器の取り替えをお願いしているが、この機器が継続して使用

された場合、ＣＯ中毒事故が発生する可能性がある。 

需要家にこの危険性をご理解頂き、機器の使用中止や早期の取替え等を

お勧めするため。 

 

期待される効果 改めて危険周知を実施することにより、修理・取替えを促し、ＣＯ中毒

事故の未然防止につながること。 

 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査が完了した後に、ＤＭを送付することにより、需要家に

重要性をご理解頂く。 

 

【手順】 

・ＣＯ測定の結果、危険性の周知・取替え周知等を実施した需要家に対し、

例えば定期的にＤＭを送付することで、危険性の周知を継続して行な

い、需要家の安全使用への意識向上、当該機器の取替え・修理を促す。 

 

準備品等 ・パンフレット等 

 

関連事故事例  

 

そ の 他  

 

※フォロー活動時は、各事業者が決める事項 



【Ｎｏ．１８】接続具の確認（特地下以外）【保安業務規程必須項目】［ 1 / 4］ 
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【Ｎｏ．１８】接続具の確認（特地下以外）【保安業務規程必須項目】 

タイトル 接続具の確認（特地下※以外）【保安業務規程必須項目】 

大 分 類 消費機器調

査 

中 分 類 接続具適合

性確認 

実施頻度 消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 スリムプラグへガス用ゴム管を差し込むなど、不適切な接続具でガス機

器に接続して使用すると、機器を移動した際や機器に衝撃が加わった際

等に、ガスが漏えいし、着火する危険性があるため。 

期待される効果 不適切な接続具を用いたことに伴う接続不良・接続具破損によるガス

漏えい・着火事故の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

近年、ガス栓及びガス機器の接続方法・組み合わせは多様化してお

り、接続具の選定ミスが生じやすい状況にある。 

また、接続具は需要家自身でも取替え・設置が可能であるため、ガ

ス事業者が消費機器調査で適合性を確認していても、その後に、需要

家によって変更される可能性がある。 

そのため、供給開始時だけでなく消費機器調査時等の各種業務機会

においても適切な接続具により適切に接続されていることを確認す

る。 

 

【確認事項】 

・ガス栓、ガス機器に対し適切な接続具が選定されているか、目視確認

する。 

・ホースエンドタイプの接続にはガスソフトコード、スリムプラグタイ

プの接続にはガスコードが用いられていることを確認する。  

・ソケットに無理な力がかからないよう、適切な種類のソケットである

か確認する。 

・常時外力や振動が加わる接続部には強化ガスホースが使用されている

ことを確認する。 

＊特地下：「特定地下街等」及び「特定地下室等」のこと（別紙参照）  



【Ｎｏ．１８】接続具の確認（特地下以外）【保安業務規程必須項目】［ 2 / 4］ 

 

 

 

 2 / 4 

準 備 品 等 ・身分証 

・周知チラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チラシ【出典：(一社)日本ガス協会】 



【Ｎｏ．１８】接続具の確認（特地下以外）【保安業務規程必須項目】［ 3 / 4］ 
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関連事故事例 （平成１７年発生） 

ガスファンヒーターの接続部に形状の適合しないガスホースが接続さ

れたため、接続部分が徐々に緩みガスが漏えいし、重大な漏えい着火事

故が発生した。 



【Ｎｏ．１８】接続具の確認（特地下以外）【保安業務規程必須項目】［ 4 / 4］ 
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別紙 

 

 



【Ｎｏ．１９】劣化ゴム管の取替のお勧め［ 1 / 3］ 
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【Ｎｏ．１９】劣化ゴム管の取替のお勧め 

タイトル 劣化ゴム管の取替のお勧め 

大 分 類 消 費機器 調

査 

中 分 類 接 続 具不適

合時の対応 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 ガス用ゴム管は、長期間使用や高温環境下等の劣悪な環境化で使用す

ることで材質が劣化し、損傷するとガス漏えいなどの危険性があり、劣

化したゴム管の交換を促進するため。 

期待される効果 ガス用ゴム管の劣化による破損に伴うガス漏えい・着火事故の未然防止

につながること。 

実施のポイント 【概要】 

ガス用ゴム管は、長期間使用や高温環境下等の劣悪な環境化で使用す

ることで材質が劣化する。そこでガス用ゴム管の劣化が判明した場合は、

新しいガスソフトコードへ取替をお勧めする。 

 

 

 

 

 

また、絹巻きラセンゴム管や青ゴム管が使用されている場合は、老朽

化によりゴムがひび割れたり、弾力性がなくなるなどし、ガスが漏えい

する可能性があるため、劣化の程度に関わらずガスソフトコードへの取

替をお勧めする。 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１９】劣化ゴム管の取替のお勧め［ 2 / 3］ 
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なお、ゴム管には、ゴム管止めを装着する必要があ

り、これが取り付けられているか劣化していないかな

ど取り付け状況も併せて確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イラスト【出典：(一社)日本ガス石油機器工業会】 

【判定のポイント】 

 ガス用ゴム管の「劣化」判断は以下等を参考にする。 

 ※ ゴム特有の弾力が無い 

 ※ 小さな亀裂が生じかけている 

 ※ 変色が見られる 

  

「古いタイプのガス用ゴム管の例」 

 ・絹巻きラセンゴム管 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．１９】劣化ゴム管の取替のお勧め［ 3 / 3］ 
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 ・青ゴム管 

  

 

 

 

 

 

 

 

・経年劣化したガスソフトコード 

 

 

 

 

 

 

 

 

イラスト【出典：(一社)日本ガス石油機器工業会】  

準 備 品 等 ・身分証 

・周知パンフレット 

 

関連事故事例  

そ の 他  

   
 



【Ｎｏ．２０】誤接続発見後の改善フォロー［ 1 / 2］ 
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【 Ｎ ｏ ． ２ ０ 】 誤 接 続 発 見 後 の 改 善 フ ォ ロ ー  

タ イ ト ル  誤 接 続 発 見 後 の 改 善 フ ォ ロ ー  

大  分  類  消 費 機 器  

調 査  

中  分  類  接 続 具 不 適

合 時 の 対 応  

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時及びその

後のフォロー活動時※ 

対 象 需 要 家  全 需 要 家  対 象 機 器  ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－  －  －  －  －  －  

活動の必要性  消 費 機 器 調 査 時 に 消 費 機 器 と 接 続 具 の 確 認 を 行 う が 、 接

続 方 法 の 不 備 を 発 見 し た 際 、 適 正 な 接 続 方 法 を 記 し た チ ラ

シ を 渡 し 、 適 正 な 接 続 方 法 へ の 改 善 を 需 要 家 に 促 す た め 。  

期待される効果 接 続 具 ・ 接 続 部 か ら の ガ ス 漏 え い ・ 着 火 事 故 の 未 然 防 止

に つ な が る こ と 。  

実施のポイント 【 概 要 】  

保 安 業 務 規 程 必 須 項 目 と し て 消 費 機 器 調 査 時 に 消 費 機

器 と 接 続 具 の 確 認 を 行 う 。 接 続 方 法 の 不 備 を 発 見 し た 際 、

適 正 な 接 続 方 法 を 記 し た チ ラ シ を 渡 し 、 適 正 な 接 続 方 法

へ の 改 善 を 需 要 家 に 促 す 。  

 

【 実 施 の ポ イ ン ト 】 図 参 照  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ： (一 社 )日 本 ガ ス 石 油 機 器 工 業 会  

※ フ ォ ロ ー 活 動 時 は 、各 事 業 者 が 決 め る 事 項  



【Ｎｏ．２０】誤接続発見後の改善フォロー［ 2 / 2］ 
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準 備 品 等  ・ 周 知 チ ラ シ  

不 適 正 発 見 時 に 周 知 す る  

チ ラ シ の 例 を そ の 他 に 示 す 。  

関連事故事例   

そ  の  他   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チ ラ シ 【 出 典 ： (一 社 )日 本 ガ ス 協 会 】  
 



【Ｎｏ．２１】消費機器（法定調査対象外の機器）の確認［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．２１】消費機器（法定調査対象外の機器）の確認 

タイトル 消費機器（法定調査対象外の機器）の確認 

大 分 類 消費機器調査 中 分 類 消費機器情

報の取得 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活動の必要性 周知及び消費機器調査等の業務機会において自主保安業務を行う上で

必要な需要家の消費機器の情報を得るために有益な項目である。消費機

器起因の不具合・事故に需要家の消費機器情報が役に立つことから、需

要家が保有する消費機器の確認及びその情報を保存することが有益であ

るため。 

期待される効果 所有機器の確認及び機器情報の保存を行うことにより、以下のことが

実施可能となること。 

① 機器の不具合発生などの電話があった場合、所有機器の情報をもと

に適切な問診、現場出動時の適切な指示が可能となる。  

② 自主保安を行う際の活用として、業務用厨房機器を所有している需

要家へ、1 回/年の頻度で安全使用周知の実施などに活用する。 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に、需要家先を訪問したときに、需要家の承諾を得

た上で、そこに設置されている全ての消費機器について、設置場所を

確認するとともに機器情報を確認し、調査票に記録する。 

なお、ガス小売事業者における自主保安業務の円滑な実行を考慮す

ると調査した消費機器の情報の記録・保存が望ましい。 

 

【手順】 

① 需要家の承諾を得て、保有している消費機器について、機種、メー

カー、型式、製造年月等を調査票に記録する。 

② 押し入れ等に収納されている消費機器についても、問診等により調

査し機器情報を記録する。 

③ 記録した調査票の情報は、事業者が定めた方法により保存する。 

 

【コンロの銘板例】 



【Ｎｏ．２１】消費機器（法定調査対象外の機器）の確認［ 2 / 2］ 

 

 

 2 / 2 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：（一社）日本ガス協会ホームページ】 

準 備 品 等 ・身分証 

・狭所用に柄付きミラー、暗所用に懐中電灯。  

・調査票 

・安全周知パンフレット 

関連事故事例  

そ の 他  

 



【Ｎｏ．２２】雪冬期（暖房使用時）のガスストーブの種類確認［ 1 / 3］ 
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【Ｎｏ．２２】雪冬期（暖房使用時）のガスストーブの種類確認 

タイトル 雪冬期（暖房使用時）のガスストーブの種類確認 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 消 費機器情

報の取得 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時（冬期） 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

     ○ 

活動の必要性 冬期の暖房使用時期は、普段収納しているガスストーブ等を使用する

ため、非安全型機器である不燃防無し金網ストーブの発見に繋がり、発

見した場合には安全型機器への取替えを促すため。 

期待される効果 ガスストーブ等は暖房時期以外には、物置等に収納されていることが

多く、暖房時期以外に実物を確認しようとしても、需要家に断られるこ

ともある。 

暖房時期はガスストーブ等を使用しているため、実物の確認が容易と

なるため、非安全型機器の発見につながる。また、非安全型機器を発見

した場合には安全型機器への取替えを促すこと。 

 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査等を暖房使用時期に行なう場合や他の業務機会時に、使

用しているガスストーブ等の暖房機器の確認をする。 

非安全型機器（不燃防なしガスストーブ）の場合は個別に周知を行な

うとともに安全型機器への取替えを促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．２２】雪冬期（暖房使用時）のガスストーブの種類確認［ 2 / 3］ 
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準 備 品 等 ・身分証 

・チラシの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表面 

【出典：(一社)日本ガス協会】 

 



【Ｎｏ．２２】雪冬期（暖房使用時）のガスストーブの種類確認［ 3 / 3］ 
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裏面 

【出典：(一社)日本ガス協会】 

関連事故事例  

そ の 他  
 



【Ｎｏ．２３】非安全型機器の取替促進［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．２３】非安全型機器の取替促進 

タイトル 非安全型機器の取替促進 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 非安全型機器

の取替促進 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活動の必要性 非安全型機器（＊）は使用方法を誤るとＣＯ中毒事故等の重大な災害につ

ながるおそれがあり、安全使用周知に加えて、屋外式機器又は安全型機

器への取替えを促すため。 

＊：「その他」の項目参照 

期待される効果 非安全型機器（＊）を削減し安全型機器の普及を促進することで、消費段

階における重大事故の減少につながること。 

＊：「その他」の項目参照 

実施のポイント 【概要】 

開栓、機器修理、消費機器調査等の機会に非安全型機器の所有を確

認した場合、その場で安全使用周知に加えて安全型機器の紹介や取替

を促す。 

【手順】 

・調査により非安全型機器（＊）の所有が判明した時点で、個別周知チラシ

を配付して安全使用周知を実施する。 

 ＊：「その他」の項目参照 

準備品等 ・チラシ 

・機器パンフレット 

 

 

 

 

 

 

関連事故事例 （平成１１年） 

ガスストーブによる重大なＣＯ中毒事故が発生した。 

そ の 他 ＊非安全型機器とは、以下のものをいう。 



【Ｎｏ．２３】非安全型機器の取替促進［ 2 / 2］ 
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・不燃防なし開放型小型湯沸器 

・不燃防なし浴室内設置ＣＦ式ふろがま 

・不燃防なし金網ストーブ 

・不燃防なしＣＦ式及びＦＥ式ふろがま 

・不燃防なしＣＦ式及びＦＥ式湯沸器 

 

 
 



【Ｎｏ．２４】不良給排気設備の改善促進（巡回折衝）［ 1 / 4］ 
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【Ｎｏ．２４】不良給排気設備の改善促進（巡回折衝）  

タイトル 不良給排気設備の改善促進（巡回折衝） 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 不 良給排気

設備の改善 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時及びそ

の後のフォロー活動時※ 

対象需要家 対象機器保有

先 

対象業務 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○     

活動の必要性 不良給排気設備は、そのまま使用し続けているとＣＯ中毒事故等の重

大な災害につながる恐れがあるため。 

 

期待される効果 1 回/年の法定周知における書面配付では改善の必要性を認識しない需

要家に対しては、直接訪問して改善の必要性を案内する巡回折衝を実施す

ることで、改善への意識を啓発することが期待できる。 

また不良給排気設備の改善を促進することで、消費段階における重大事

故を減少させることが期待できる。 

 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時、巡回の機会に不良給排気設備が確認された場合、

その場で所有者・占有者に通知を行う。不良給排気設備情報について

の引継ぎを行い、法令に則り再調査を実施する。それでも改善されな

い場合には、1 回/年の法定周知における書面配付を行う。 

これらの法定業務に加え巡回折衝を行い、ねばり強く改善の必要性

を周知する。 

 

【手順】 

・不良給排気設備の改善折衝にあたっては、効率的・効果的に実施す

るために、以下のチラシなどを配布したり、実施者として専従者を

配置したりすることも有益である。 

 

 

 

 

 

※フォロー活動時は、各事業者が決める事項  



【Ｎｏ．２４】不良給排気設備の改善促進（巡回折衝）［ 2 / 4］ 
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【Ｎｏ．２４】不良給排気設備の改善促進（巡回折衝）［ 3 / 4］ 
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【Ｎｏ．２４】不良給排気設備の改善促進（巡回折衝）［ 4 / 4］ 
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準備品等 ・身分証（社員証等） 

・チラシ 

関連事故事例  

そ の 他  
 



【Ｎｏ．２５】不良給排気設備の未改善時のＣＯ警報器設置促進［ 1 / 3］ 
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【Ｎｏ．２５】不良給排気設備の未改善時のＣＯ警報器設置促進 

タイトル 不良給排気設備の未改善時のＣＯ警報器設置促進 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 不 良給排気

設備の改善 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時及びその

後のフォロー活動時※ 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象業務 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○ － － － － 

活動の必要性 不良給排気設備については改善を促進しているが、需要家の事情によ

って改善を拒否される場合がある。その場合、ガス機器が不完全燃焼し、

排気ガスが屋内に排出されると、ＣＯ中毒事故発生の恐れがあるため。 

期待される効果 不良給排気設備の改善折衝を行なうが、当面の措置としてＣＯ警報器を

設置する。これにより、ＣＯ中毒事故を防止する効果が期待できること。 

 

実施のポイント 【概要】 

不良給排気設備の場合、その改善を目指すが、需要家にご協力いた

だけない場合には、ＣＯ警報器を設置する対応が考えられる。  

 

【手順】 

・不良給排気設備の場合であって、屋内に排ガスが排出されるおそれ

がある場合、ＣＯ警報器を設置する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＣＯ警報器（例）】 

 

 

※フォロー活動時は、各事業者が決める事項  



【Ｎｏ．２５】不良給排気設備の未改善時のＣＯ警報器設置促進［ 2 / 3］ 
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準備品等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．２５】不良給排気設備の未改善時のＣＯ警報器設置促進［ 3 / 3］ 
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関連事故事例 ・身分証  

・チラシ等 

そ の 他  

 



【Ｎｏ．２６】ガス栓キャップの取り付け［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．２６】ガス栓キャップの取り付け 

タイトル ガス栓キャップの取り付け 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 ガ ス栓誤操

作対応 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 機器が接続されていないガス栓を誤って使用者が開けた場合、通常で

あればガス栓のヒューズ機構が働き、ガスは漏出しないが、何らかの原

因で微量のガスが漏出し、着火源に引火するおそれがあり、ガス栓キャ

ップの取り付けをお勧めするため。 

期待される効果 高気密性のガス栓キャップを取付けることにより、ガス栓を誤って開け

た場合にもガスの漏出を防止し、ガス事故の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

従来から、需要家によるガス栓の誤開放防止については、需要家に消

費機器調査・周知などの機会に安全周知を行っているが、例年少なから

ずガス事故が発生している状況にある。 

そこで、誤開放を起因とするガス事故を防止するための施策の 1 つと

して、高気密性のガス栓キャップ※の取付けを行う。 

 
※高気密性のガス栓キャップ：一部のガス事業者で採用されている気密性を向上した高気密

タイプのガス栓キャップをいう。一般的にガス栓キャップは、ガス栓出荷時に装着されて

おり、ガス栓メーカーがガス栓へ異物が混入するのを防ぐために設置されているものであ

り、気密性が保障されていないものである。高気密性のガス栓キャップとは異なるため、

誤用しないよう注意が必要である。 

 

【実施のポイント】 

① 未使用のガス栓の口には、高気密性のガス栓キャップが装着されて

いることを確認する。 

② 高気密性のガス栓キャップが装着されている場合には、劣化してい

ないかを確認する。 

 

 

 

  

 



【Ｎｏ．２６】ガス栓キャップの取り付け［ 2 / 2］ 
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準備品等 ・身分証 

・ガス栓キャップ 

・安全周知パンフレット 

 

関連事故事

例 

（平成１４年発生） 

２口ガス栓の未使用側が誤って全開されたため、重大なガス漏えい着

火事故が発生した。 

そ の 他  
   



【Ｎｏ．２７】ガス栓カバーの取り付け［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．２７】ガス栓カバーの取り付け 

タイトル ガス栓カバーの取り付け 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 ガ ス栓誤操

作対応 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象業務 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 機器が接続されていないガス栓を、誤って需要家が開けた場合、通常

であればガス栓のヒューズ機構が働き、ガスの漏出は発生しないが、何

らかの原因でガスが漏出し着火源があった場合に引火するおそれがある

ため。 

 

期待される効果 通常では開く予定がないことが明確であるガス栓に対し、本カバーを取

り付けることにより物理的にガス栓を開くことができないようにするこ

とにより、誤開放等を起因としたガス事故の発生の抑制につながること。 

 

実施のポイント 【概要】 

従来から、ガス栓の誤開放防止については、繰り返し周知している

が、毎年少なからずガス事故が発生している状況にある。 

そこで、誤開放を起因とするガス事故を防止するための施策の 1 つ

として、ガス栓カバーの取付けを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

準備品等 ・身分証 

・ガス栓カバー 

 

 

 

 



【Ｎｏ．２７】ガス栓カバーの取り付け［ 2 / 2］ 
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関連事故事例 （平成１４年発生） 

２口ガス栓の未使用側が誤って全開されたため、重大なガス漏えい着

火事故が発生した。 

そ の 他 
 

 
 



【Ｎｏ．２８】警報器設置有無の確認と設置の促進［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．２８】警報器設置有無の確認と設置の促進 

タイトル 警報器設置有無の確認と設置の促進 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 警 報器の設

置促進 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 ガス警報器、ＣＯ警報器等が設置されている場合、有効に機能するた

めに有効期間の確認及び設置位置の確認をする。 

また、警報器が鳴動した場合の措置について説明し、速やかにガス会

社に連絡するようお願いする。 

屋内でのガス漏れや不完全燃焼によるＣＯが発生した場合、火災やＣ

Ｏ中毒などの事故につながる危険性があり、これを早期に発見し危険を

回避するため。 

 

期待される効果 ガス漏れ警報器、ＣＯ警報器等が設置されている場合、ガス漏れ及び

一酸化炭素の２４時間監視が可能となり、早期発見、早期対応により事

故発生の未然防止につながること。 

併せてガス機器及び接続具の安全な使用方法と日常管理について説明

するとともに、事故を未然に回避するための予防策として効果がある。 

 

実施のポイント 【概要】 

・ガス警報器、ＣＯ警報器の機能について、需要家に十分理解して頂き、

設置の必要性を説明し、設置をお勧めする。 

・屋内でのガス漏れや不完全燃焼によるＣＯが発生した場合に、警報音

等で早い段階で気付き、火災やＣＯ中毒などの事故の回避が可能とな

る旨を説明する。 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．２８】警報器設置有無の確認と設置の促進［ 2 / 2］ 
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○警報器設置における安全性等記載例 

【出典：ガスの安全見直し隊ホームページ】 

 

 

 

 

 

 

《ガス・CO 警報器》ガス漏れや一酸化炭素（CO）を検知する機能が一体化した 1 台 2 役の複合型警報器 

 

準 備 品 等 ・身分証 

・チラシ等 

 

関連事故事例  

 

そ の 他 【奏功事例１：ガス漏れ】 

■ガスを使用していないのに、３分前から警報器が鳴っている。スプ

レーも使用していないし、ガス臭もない。 

●検査確認をしたところ、ビルトインコンロのフレキ接続部よりガス

漏れを確認した。お客様がフレキを曲げて使用した際大きな力が掛

かった事が原因だった。 

 

【奏功事例２：繰り返し】 

■キャビネット型の古いコンロ（１９９１年製）がなかなか点火せず、

何度も点火を繰り返していたところ、ガス警報器が鳴りだした。今

はガスの臭いはしない。 

●確認したところ、点火動作の繰り返しによるガス漏れが原因だった。

さらにガス漏れ検査を実施したところ、コンロ本体からもガス漏え

いがあり、使用禁止するよう伝えた。数日後新しいガラストップコ

ンロに買い換えていただいた。 

 

【出典：ガス警報器工業会 プロが遭遇したガス警報器の奏功事例】 

 
 

ガス漏れや、不完全燃焼によって発

生した一酸化炭素を検知すると、ラ

ンプと音声でお知らせします。 

「ガス・ＣＯ警報器」を設置しましょう。 



【Ｎｏ．２９】業務用換気警報器の設置のお勧め【保安業務規程必須項目】［ 1 / 3］ 
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【Ｎｏ．２９】業務用換気警報器の設置のお勧め【保安業務規程必須項目】  

タイトル 業務用換気警報器の設置のお勧め【保安業務規程必須項目】  

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 警 報器の設

置促進 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 業務用厨房 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 業務用厨房施設では、ＣＯ中毒事故が発生するとお客様を含む多く被害

者が出るため、不完全燃焼により発生したＣＯを早期に覚知し対応でき

る業務用換気警報器の設置が必要であるため。 

期待される効果 業務用換気警報器の設置を促進することで、不完全燃焼によるＣＯの

発生を早期の覚知とＣＯ事故の防止が期待できること。 

実施のポイント 【概要】 

業務用厨房におけるＣＯ事故は、使用者の誤使用、誤操作のほか、

排気・換気設備やガス消費機器の維持管理不良などが原因で不完全燃

焼が起こり、ＣＯが発生する事例が多い。 

不完全燃焼させないことが最も重要であるが、ＣＯが発生した場合

に早期に覚知して適切な対応を取ることが重大事故防止のため重要と

なる。そのため、業務用換気警報器の設置折衝を行い、設置後も適切

に設置されているかを確認することでＣＯ事故を防止することを目的

とする。 

 

【実施のポイント】 

・保安業務規程での自主保安必須項目とされており、業務用換気警報

器の設置促進方法（チラシ、設置･取替え提案など）の詳細は内部規

程において定める必要がある。  

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．２９】業務用換気警報器の設置のお勧め【保安業務規程必須項目】［ 2 / 3］ 
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【設置促進の例】 

・消費機器調査時等において、業務用厨房顧客（例「パン焼き器」「麺

ゆで器」「食器洗浄機」「フライヤー」「蒸し器」等の業務用厨房機器

を使用している需要家等※）へ、チラシ等により、業務用換気警報

器設置の必要性を説明し、設置をお勧めする。 

・業務用換気警報器を設置した場合は、その後の消費機器調査等の接

する機会に以下の対応を行う。 

・厨房機器の移設等が想定されるため業務用換気警報器の設置場所が

適切か、過去に発報がなかったか等を確認する。 

・発報した場合に、一般ガス導管事業者へも通報するよう周知する。 

・期限管理を行い、適切に取替え提案を行う。 

 

※設置対象の需要家はそれぞれガス小売事業者の特性や状況により検討

が必要である。 

 

業務用換気警報器（業務用換気センサー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．２９】業務用換気警報器の設置のお勧め【保安業務規程必須項目】［ 3 / 3］ 
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準 備 品 等 ・チラシ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連事故事例  

そ の 他  
 



【Ｎｏ．３０】業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知［ 1 / 4］ 
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【Ｎｏ．３０】業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知 

タイトル 業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知 

大 分 類 消 費機器調

査 

中 分 類 警報器の設

置促進 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 業務用厨房で不完全燃焼によるＣＯが発生すると、来客も含め多くの人

がＣＯ中毒となる危険性があり、業務用換気警報器の設置を促進するた

め。 

 

期待される効果 業務用厨房で不完全燃焼によりＣＯが発生し、業務用換気警報器が鳴

動した場合、需要家自身がガスの使用をやめるか、換気を行うことでＣ

Ｏ中毒事故を未然に防止できること。 

実施のポイント ・チラシ、カタログ等 

 

【周知内容の例】  

・ガス機器の使用を中止 

・換気扇などの換気装置を作動（既に作動している場合は、窓等をあ

ける） 

・一般ガス導管事業者へ連絡 

 

業務用換気警報器（業務用換気センサー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．３０】業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知［ 2 / 4］ 
 

 

 

 2 / 4 

準 備 品 等 ・身分証 

・チラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．３０】業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知［ 3 / 4］ 
 

 

 

 3 / 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．３０】業務用換気警報器発報時（ＣＯ検知時）の対応方法の周知［ 4 / 4］ 
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・ステッカー 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連事故事例  

そ の 他  
 



【Ｎｏ．３１】浴室内設置ＢＦ式ガスふろがまの安全使用の周知［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．３１】浴室内設置ＢＦ式ガスふろがまの安全使用の周知  

タイトル 浴室内設置ＢＦ式ガスふろがまの安全使用の周知 

大 分 類 周知 中 分 類 消費機器に関す

る安全周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

  ○    

活動の必要性 浴室内に設置されたＢＦ式のふろがまの中には、長年の使用によりケ

ーシング等が著しく腐食している場合がある。この場合、機器内部の状

況によっては排ガスが浴室内に溢れ出す危険がある。 

また、ＢＦ式のふろがまを使用中、ふろがま排気口上部の開口部（窓

等）を開放すると、排ガスが浴室内に流入する可能性があることを周知

するため。 

 

期待される効果 長年使用してきたＢＦ式のふろがまは、燃焼状態が悪化している可能

性もあり、浴室内に溢れ出した、あるいは流入した排ガスには、高濃度

のＣＯが含まれていることがある。危険性を周知することで、ＣＯ中毒

防止の効果が期待できること。  

実施のポイント 【概要】 

浴室内に設置されたふろがまのうち、特に密閉燃焼式にあっては、

特監法第６条に規定する表示が付されているものは調査の対象外であ

る。 

しかしながら、永年の使用に伴い、ケーシング等が腐食することが

ある。そのまま使用を継続した場合、ＣＯ中毒の危険があることから、

調査対象外であっても、ケーシングの状態を確認することは安全使用

を継続する上で重要である。  

同様に、ふろがまの排気トップの上部に開口部（窓等）がある場合

は、使用時に窓等を開けないよう、周知する。  

 

 

 

 

 



【Ｎｏ．３１】浴室内設置ＢＦ式ガスふろがまの安全使用の周知［ 2 / 2］ 
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【実施ポイント】 

▼Ａ事業者の例（開栓・定保時に貼付するステッカーの例）  

ＢＦ式のふろがまを調査した際に、排気口の上部に開口部（窓等）

があった場合は、使用上の注意を周知するとともに、ステッカーを

貼付する。 

なお、ステッカーの貼付に際しては、需要家等の了承を得ること

が必要である。 

ご理解・ご協力を得られない場合には、危険性を十分に周知の上、

また他の使用者にも十分に周知いただくことをご理解いただき、ス

テッカーを手渡しする。 

・ステッカーの記載内容例  

・ご使用中はこの窓（扉）を必ず閉めてください。  

・室内でいやな臭いがするときは、ガス機器の使用を中止してくだ

さい。 

・このような時はただちに換気してください。  

 

準 備 品 等 ・ステッカー 

関連事故事例  

そ の 他  

 



【Ｎｏ．３２】外壁塗装工事時等の注意事項の周知［ 1 / 2］ 
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【Ｎｏ．３２】外壁塗装工事時等の注意事項の周知  

タイトル 外壁塗装工事時等の注意事項の周知  

大 分 類 周知 中 分 類 消費機器に関

する安全周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○ ○ ○ ○  

活動の必要性 外壁塗装工事の際、ガス機器の給気・排気部を養生（閉塞）したまま

当該機器を使用した場合、機器の破損や不完全燃焼によるＣＯ中毒発生

のおそれがあるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

期待される効果 塗装業者から使用者に対する周知や措置が滞った場合、需要家に注意

喚起を行っていることにより、事故の未然防止につながること。 

 

実施のポイント 【概要】 

ガス機器の給気口あるいは排気口を養生により閉塞した場合、機器

が異常燃焼し、爆発的な着火に伴う機器内部やフロントカバー・ケー

シングの破損等の事象が発生することがある。  

また、燃焼に対する酸素が不足するため、不完全燃焼を起こし、排

ガスの流入・吸引によりＣＯ中毒になる恐れがある。これらの事故事

象を起こさないため、ガスの需要家に対し、ガス機器を使用する上で

の安全措置について消費機器調査時の機会に周知を行う。  

 

【実施ポイント】 

Ａ事業者の例（消費機器調査時に配付する書面への記載内容）  

 

 



【Ｎｏ．３２】外壁塗装工事時等の注意事項の周知［ 2 / 2］ 
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【外壁の補修・塗装工事中のガス事故防止へのご協力とお願い】  

・住宅の外壁補修・塗装等の工事に際し、養生シートによりガス機器

本体・給排気部等が覆われたままでのガス機器使用による事故が発

生しています。工事会社さまにあっては、工事にかかる前に需要家

の方へ、工事中（養生時）はガス機器を使用しないようお願いして

ください。 

・工事の際、ビニール等で覆ったままガスを使用しないでいただきた

い箇所 

【外壁の補修・塗装等の工事でビニール養生をされる場合】  

・給排気筒（煙突）・換気扇・給排気口・屋外式給湯器などをビニール等

で覆うときは、需要家の方に『ガス機器の使用禁止』をお願いしてく

ださい。 

・作業終了後は確実にビニール等の覆いを取り外してください。  

 

【外壁の補修・塗装等の工事中はガス機器を使わないでください】  

・外壁の補修・塗装等の工事の際に、給排気筒（煙突）・換気扇・給排気

口・屋外式ガス機器等をビニール等で覆ったままガス機器を使用する

と、一酸化炭素（ＣＯ）中毒の発生やガス機器の異常着火による機器

の破損や火災の原因となる場合があります。  

 

 

準 備 品 等 ・チラシ等 

 

関連事故事例 （平成２６年発生） 

 外壁塗装工事により養生されていた集合住宅のベランダにＲＦ式給湯

器が設置されて、ＣＯ中毒事故が発生した。 

そ の 他 経済産業省からの協力要請  
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【Ｎｏ．３３】不燃防あり開放式小型湯沸器用換気注意ステッカーの貼付  

タイトル 不燃防あり開放式小型湯沸器用換気注意ステッカーの貼付  

大 分 類 周知 中 分 類 消費機器に関

する安全周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

     ○ 

活動の必要性 開放燃焼式のガス機器を使用する際は、使用者が確実に換気をしなけ

ればならない。 

小型湯沸器を使用する際には必ず換気が必要となるが、これは不完全

燃焼防止装置が搭載されていても同じである。繰り返し点火によるＣＯ

中毒事故発生のおそれがあるため。 

期待される効果 需要家に対し湯沸器などの消費機器の安全周知を繰り返すことで、ガ

ス事故の減少につながること。 

実施のポイント 【概要】 

不燃防あり小型湯沸器は、消費機器調査の対象外となるが、安全に使

用するには換気を確実に実施していただくことを周知することが重要で

ある。また、コンロ直上にやむを得ず、小型湯沸器が設置されていた場

合、コンロと小型湯沸器を同時使用しないよう周知する。  

 

Ａ事業者の例（供給開始時・消費機器調査時の小型湯沸器の周知の例） 

【必ず換気を！】 

・小型湯沸器をお使いになる時は、必ず換気扇を回すか、窓を開けて

換気しましょう。 

・小型湯沸器を風呂・シャワーの給湯には使用しないで下さい。 

・小型湯沸器を使用中に火が消える場合には、継続して使用すると不

完全燃焼によるＣＯ中毒になるおそれがあります。直ちに使用を中止

し、当社又はメーカーに点検修理をお申込みください。  

準 備 品 等 ・ステッカー等 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．３４】業務用厨房における安全用周知  

タイトル 業務用厨房における安全用周知  

大 分 類 周知 中 分 類 消費機器に関す

る安全周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 業務用厨房 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

      

活動の必要性 業務用厨房において使用されるガス機器は、家庭用の機器に比べガス

の使用量が多く、また、十分な安全装置が搭載されていないものが多い。

また、従事者も、アルバイトや外国人労働者等、必ずしも周知が行き届

かない場合が想定される。さらに、業務用厨房で不完全燃焼が発生した

場合は、来客への危害が及ぶ可能性があり、従事者に十分な周知を行う

ため。 

期待される効果 業務用厨房で一酸化炭素中毒事故が発生した場合、被害者が多数に及

ぶ可能性が高く、従事者には換気の重要性を周知しなければならない。

また、換気を行うためのダクトの日常的な点検も重要であり、周知を繰

り返し行うことで事故を防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

必要事項を記載した書面を配布することに加え、従事者の目に付く

ところにステッカーを貼付する等、日常的に換気やメンテナンスの意

識を持ってもらえるよう工夫することが重要となる。  

【実施ポイント】 

ガス事業者における消費設備調査時の配付書面の記載内容・ステッ

カー（例） 

 

準 備 品 等 ・チラシ、ステッカー等 
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関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．３５】雪害（落雪・積雪）の注意事項の周知  

タイトル 雪害（落雪・積雪）の注意事項の周知  

大 分 類 周知 中 分 類 消費機器に関す

る安全周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調

査時（冬期） 

対象需要家 対象機器 

所有先 

対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○  ○ ○  

活動の必要性 落雪・積雪により、屋外設置の給湯器の排気口や給気口が閉塞される

と、機器が異常燃焼し、不完全燃焼やフロントカバーの変形等、ガス事

故に至る可能性があるため。 

期待される効果 積雪時、あるいは積雪後のガス機器の使用前に、需要家が給排気設備

の状態を確認するよう促すことで、不完全燃焼や異常着火などのガス事

故の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

積雪地域においては、給湯器の設置は主に屋内であるが、近年ではベ

ランダ等を中心に屋外に設置されることも多くなってきている。また、

近隣の家と湯沸器が近接している場合、建物開口部等との離隔距離を確

保するため、排気トップに上方排気用のアダプターを取り付けることが

多い。この上方排気用のアダプターに、屋根等から雪が落下したことに

より、フロントカバーの変形事象が頻発した。  

また、除雪作業時給排気設備が破損される可能性もある。日ごろ、積

雪が多い地域においては、需要家に、ガス機器の使用前に給排気等の先

端が雪で塞がれていないか、除雪作業時に破損されていないかを確認を

していただくよう周知を行う。 
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【実施ポイント】 

ガス事業者における消費機器調査時（冬期）の配付書面の記載内容 

ステカー例）      【出典（（一社）日本ガス協会提供資料）】 
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準 備 品 等 ・チラシ、ステッカー等 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．３６】冷暖房使用時における小型湯沸器等使用時の換気励行周知 

タイトル 冷暖房使用時における小型湯沸器等使用時の換気励行周知 

大 分 類 周知 中 分 類 消費機器に関す

る安全周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時

（夏・冬期） 

対象需要家 家庭用需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

     ○ 

活動の必要性 冷暖房を使用する場合、窓を閉め切ることが多く、室内で小型湯沸器

やストーブ等を使用する場合に換気を適切に行なうことを促すため。 

期待される効果 需要家にガス機器を使用する際の換気の重要性を説明し、適切な換気

を促すことで、不完全燃焼を防止し、ガス事故を未然に防ぐことが可能

となること。 

実施のポイント 【概要】 

冷暖房を使用する時期に、小型湯沸器やストーブ等屋内で機器を使

用する場合の注意事項として、適切な換気を行なうこと（換気扇の使

用や窓の開放など）の周知を行なう。 

 周知の方法  

  ・マスメディアの活用（ＣＭ） 

  ・周知チラシの活用 
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ガスは、新鮮な空気を求めています。換気が不十分な状態でガスが燃

焼すると、不完全燃焼となり、一酸化炭素中毒になる恐れがあります。

換気扇を回すか、窓を開けるなど必ず換気をしましょう。 

 

コンロや小型湯沸器の使用中は、 必ず換気扇を回すか、窓を開けて換気をしましょう。 

※ただし、煙突のあるの開放式の湯沸器・風呂がまでお風呂を沸かしているときやシャワーを使っているときに、台所

の換気扇などを使用すると、風呂がまの排気が浴室内などに逆流し、一酸化炭素中毒をおこす場合があります。 同

時使用は避けてください。 

 

 

ガスストーブの使用中は、30 分に 1 回程度、新鮮な 空気に入れ替えま

しょう。 

 

出典：ガス安全見直し隊ホームページ 

 

準 備 品 等 ・チラシ等 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．３７】塗装業者への注意喚起ＤＭの送付・電話注意喚起 

タイトル 塗装業者への注意喚起ＤＭの送付・電話注意喚起 

 

大 分 類 周知 中 分 類 安全機器に関す

る安全周知 

主な実施機会 

（例） 

各ガス小売事業

者にて決定 

対象需要家 塗装業者等 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

○ ○ ○ ○ ○  

活動の必要性 外壁塗装工事の際、ガス機器の給気・排気部を養生（閉塞）したまま

当該機器を使用した場合、機器の破損や不完全燃焼によるＣＯ中毒の発

生のおそれがあるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期待される効果 養生を行う塗装業者へ周知することにより、ガス事故の未然防止につ

ながること。 

実施のポイント 【概要】 

経済産業省から国土交通省に「住宅塗装工事等におけるガス機器の

給気・排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止について（協力

依頼）」（別紙参照）を発出しており、以下の内容を塗装工事業者等へ

要請を行うよう依頼している。  

１．養生を行う場合は、ガス機器の給気部及び排気部を塞がないこと。 

２．やむを得ずガス機器の給気・排気部をビニールシート等で塞ぐ場

合には、当該ビニールシート等を取り除くまでは絶対にガス機器を

使用しないよう、住人への周知を徹底すること。  

３．工事終了後は、速やかに養生のためのビニールシート等を外すこ

と。 

これにあわせ、『塗装工事業者さまへのお願い！』のパンフレットを



【Ｎｏ．３７】塗装業者への注意喚起 DM の送付・電話注意喚起［ 2 / 5］ 

 

 

 

 2 / 5 

製作し、ＤＭ、電話注意喚起等に活用されている。 

 

【実施ポイント】 

〔ガス事業者の対応例〕 

上記要請を踏まえ、ガス事業者としても同内容を実施すべく、経済

産業省が製作した『外装清掃工事 塗装工事 増改築工事をされる工事

会社さまへのお願い』 を参考に、知り得た塗装業者等へＤＭ送付した

り、架電をしたりしてフォローを実施している。  
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準 備 品 等 パンフレット 
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関連事故事例  

そ の 他 経済産業省の発出文書（別紙参照）  
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別紙 
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【Ｎｏ．３８】マイコンメーターの機能、復帰方法の説明  

タイトル マイコンメーターの機能、復帰方法の説明 

大 分 類 周知 中 分 類 メーターなどに

関する周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 マイコンメーターには異常時に対処するための様々な安全機能が備わ

っている。マイコンメーターのランプが点滅し、ガスの供給が停止して

いる場合、まずは需要家自身で復帰操作をして頂くことになる。 

普段からマイコンメーターの位置や復帰方法をご理解いただくため。  

 

期待される効果 需要家自身によるマイコンメーターの復帰が可能となることでガスの

停止期間を短縮できること。 

実施のポイント 【概要】 

マイコンメーターは、大きな地震、多量のガス漏れ、ガスの圧力低

下、機器の長時間使用によってガスを遮断する機能を備えている。供

給開始時や消費機器調査時にマイコンメーターの機能やガス配管等に

異常のない場合の復帰方法を説明することで、需要家自身での復帰操

作を促すことが重要である。  

集合住宅等においてはメーターの設置場所についても説明すること

も重要である。 
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【周知のポイント】 

消費機器調査時の配布書面への記載内容 

【出典：（一社）日本ガス協会ホームページ】  

 

 

震度 5 相当以上の地震などの非常時には、ガスメーター(マイコンメ

ーター)の安全装置が作動して、ガスを止めます。(表示ランプが赤く点

滅します。) 

※ガス漏れの疑いもありますので、ガス臭くないか十分確認してください。  

※ガス臭いときは、復帰の操作をしないでガス事業者へご連絡ください。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 3 分間お待ちください。  

この間ガス漏れがないか確認していますので、ガスを使

わないでください。3 分経過後に、再度ガスメーターをご

確認頂き、赤ランプの点滅が消えていれば、ガスが使え

ます。 

器具栓を閉じるか、運転スイッチ

を切り、すべてのガス機器を止め

てください。屋外の機器も忘れず

に。使っていないガス栓は閉まっ

ていることを確認してください。 

この時メーターガス栓は閉めな

いでください。 

 

復帰ボタンのキャップを手で

左に回し、キャップを外してくだ

さい。 

復帰ボタンを奥までしっかり押して、表示ランプが

点灯したらゆっくり手を離す。（復帰ボタンが元に

戻り、赤ランプが再点滅します。）その後、キャッ

プを元に戻しておきます。 

マイコンメーターでガスが止まったときは 
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※3 分経過後も、ガスが止まったままで赤ランプが点滅している場合は、ガ

ス機器の止め忘れやガス漏れが考えられますので、もう一度ガス栓の閉め

忘れやガス機器の止め忘れがないか確認してください。 

※正常に復帰しない場合や、不明な点がある場合はガス事業者へ連絡してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準 備 品 等 ・パンフレット等  

 

 

 

 

 

 

関連事故事例  

そ の 他  

 

※マイコンメーターは、こんな時にガスをしゃ断します 

(赤ランプが点滅します) 

●地震  

●多量のガス漏れ  

●ガス圧の低下  

●機器の長時間使用(お湯の沸かしすぎや鍋が焦げるのを防止するものではあ

りません。) 
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【Ｎｏ．３９】ガス臭気の問診 

タイトル ガス臭気の問診 

大 分 類 周知 中 分 類 メーターなどに

関する周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 マイコンメーター、ＰＥ管が普及し、ガス漏えいによる事故発生のリス

クは低下している。消費機器調査時に需要家にガス臭気の有無を問診に

て確認することによって、需要家のガス臭に関する認識を把握するため。 

 

期待される効果 需要家にガスが付臭されていることを説明し、需要家自身が、ガス漏え

いを早期に発見することで、ガス漏えいに伴う事故の未然防止につなが

ること。 

実施のポイント 【概要】 

消費機器調査時に需要家に問診することで、コンロやふろがまの点火

の繰り返しなどによるガス漏えいの早期発見に繋げるため、「ガスの臭

いを感じたことがあるかについて」問診を行う。 

万一ガス臭気を感じた場合の対応方法についても周知を行う。 

 

【実施のポイント】 

・問診時に臭気ありと回答された場合、臭気がする場所の状況を確認

する。 

・実際に臭気がある場合は一般ガス導管事業者に連絡し、その指示に

従うこと。 

・臭気がない場合には、以下の事項を周知する。 

「再び臭気を感じた際には、一般ガス導管事業者に連絡すること及

び緊急時の連絡先」 

・問診時に臭気なしと回答された場合は、以下の事項を周知する。 

「万が一臭気を感じた際には、一般ガス導管事業者に連絡すること

及び緊急時の連絡先」 
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準 備 品 等 ・ステッカー等 

関連事故事例  

そ の 他  
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【Ｎｏ．４０】地震時の対応方法の周知 

タイトル 地震時の対応方法の周知 

大 分 類 周知 中 分 類 メーターなどに

関する周知 

主な実施機会 

（例） 

消費機器調査時 

対象需要家 全需要家 対象機器 ＣＦ式 ＦＥ式 ＢＦ式 ＦＦ式 ＲＦ式 開放式 

－ － － － － － 

活動の必要性 ガス使用中に地震が発生した場合の正しい対応方法を需要家に周知し、

地震による一次被害（落下物や火傷等による負傷－まずは身の安全を確保

する）、二次被害（給排気設備異常による一酸化炭素中毒－揺れが収まっ

たあとにガスを再度使用する際は、ガス機器や給排気設備に異常が無いこ

とを確認した上で使用する）の発生を防ぐため。 

期待される効果 需要家に地震発生時の適切な対応をご理解いただくことで、負傷や火

災、ＣＯ中毒事故等の未然防止につながること。 

実施のポイント 【概要】 

供給開始時や消費機器調査等の業務機会を通じて、地震時の対応を繰り

返し周知することで、需要家への定着を図る。 

需要家にはマイコンメーターの機能を正しくご理解いただき、身の安全

を守ることを第一に考えていただくとともに、地震の後、ガスをお使いに

なられる際は、ガス機器の周囲で異常がないことを確認いただくことで、

地震による被害を最小限に抑えることが可能となる。  

 

【実施ポイント】 

書面記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周知のポイント  

① 地震が発生した際はまず身の安全を確保すること。  

② 揺れがおさまってからガスの火を消すこと。  

③ 地震のあと、ガスをふたたび使うとき、ガス機器、

排気筒など給排気設備に異常（ガス臭、変形、破損）

がないか確認いただくこと。 
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準 備 品 等 ・チラシ等 

関連事故事例  

そ の 他  
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は じ め に 

 

平成２８年６月にとりまとめられた産業構造審議会保安分科会ガス安全小委

員会ガスシステム改革保安対策ＷＧ報告書において、『すなわち、需要家による

ガス小売事業者選択の軸として、料金プランの提示などの競争的な市場環境に

おかれているガス小売事業者に対し、消費機器に関する自主保安の実施を求め

ていくためには、自主保安に精力的に取り組むガス小売事業者を需要家が評価

した上で供給先を選択する仕組みを構築することが重要である。需要家サービ

スの一環としてガス小売事業者による自主保安が認識される必要があり、その

ためには、ガス小売事業者による自主保安の取組に関して「見える化」し、正

確な情報が提供されていくことが求められる。このため、ガス小売事業者によ

る自主保安の質が明らかになるよう、また、需要家としての消費機器に関する

保安に必須な事項が明らかになるよう、国として対象項目を設定するとともに、

当該項目についての内容を分かりやすいかたちで取りまとめ、国として公表し

ていくこととする。』とされました。 

このため、経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室から高圧ガス保安

協会に委託した平成２８年度改正ガス事業法に係る小売事業者関連調査事業に

おいて、改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会を設置し、５回に

亘る慎重かつ詳細な議論を踏まえ、ここに「見える化」制度の詳細設計書をと

りまとめました。 

「見える化」制度は、ガス小売事業者においては、自社の自主保安活動の特

徴的な取組を公表することにより積極的な取組姿勢を PR できるとともに、その

取組の客観的な評価も得て公表する。都市ガスを利用する需要家においては、

併せて公表する学習コンテンツによりご自身の使用機器や使用環境における保

安上留意すべき事項を理解した上で、ニーズに合ったガス小売事業者を選択し

ていただく仕組みです。 

今後、こうしたガス小売事業者の自主保安の取組の特徴、評価結果、需要家

の学習コンテンツをホームページなどにて「見える化（公表）」し、需要家がガ

ス小売事業者を検索・選択できる制度が創設されることにより、自主保安活動

が促進され、都市ガスの保安水準の維持、向上が図られることを期待します。 

なお、詳細設計書のとりまとめにあたり、当委員会委員各位におかれては、

ご多忙のところ慎重かつ意欲的にご検討をいただき、無事に完成させることが

できました。ここに改めて感謝申し上げます。 

平成２９年３月 

改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会 

  委員長  倉 渕   隆 
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改正ガス事業法に係る新小売事業者関連調査委員会名簿 

 

（敬称略・順不同） 

委員長：倉渕  隆［東京理科大学 教授］ 

委 員：金子  功［(一社)日本ガス協会 技術部長］ 

委 員：木戸 啓人［電気事業連合会 工務部長］ 

委 員：杉森 毅夫［(一社)日本コミュニティーガス協会 技術部長］ 

委 員：夏目 智子［全国地域婦人団体協議会 幹事］ 

委 員：藤野 珠枝［主婦連合会 副会長］ 

委 員：三浦 佳子［消費生活コンサルタント］ 

 

関係者：田村 厚雄［経済産業省 商務流通保安グループ ガス安全室長］ 

根岸 寿実［    同  上    ガス・熱供給担当補佐］ 

千原 崇弘［    同  上        安全管理係長］ 

萬上 俊隆［    同  上          技術係長］ 

清水 良郁［    同  上     都市ガス保安専門職］ 

 

事務局：久本 晃一郎［高圧ガス保安協会            理事］ 

北出 昭二［    同  上      液化石油ガス部長］ 

松尾 武志［    同  上    液化石油ガス部長代理］ 

築別 菊之進［   同  上    液化石油ガス部審議役］ 

小林 正弘［    同  上  液化石油ガス研修課長代理］ 
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１． 制度のねらい 

① 競争的な市場環境におかれているガス小売事業者に対し、消費機器

に関する自主保安の実施を求めていくためには、自主保安に精力的

に取り組むガス小売事業者を需要家が評価した上で供給先を選択

する仕組みを構築することが重要である。 

② 需要家によるガス小売事業者選択の軸として、料金プランの提示な

どの需要家サービスの一環としてガス小売事業者による自主保安

が認識されるよう、ガス小売事業者による自主保安の取組を「見え

る化」し、正確な情報を提供する。 

③ このため、需要家にとって消費機器に関する保安に必須な事項を明

らかにする。 

④ また、ガス小売事業者による自主保安の質を明らかにする。 

⑤ これまで、一般ガス事業者においては、重大なガス事故を撲滅する

ためのガス安全高度化計画の目標達成に向け、自主保安活動を行い

保安水準の維持、向上が図られてきたが、本制度をもって、ガスシ

ステム改革後においても、引き続き保安水準の維持、向上に資する。 

 

２． 公表関係 

（１）公表の主体 

民間団体・企業等：国の委託を受けた民間団体・企業が制度の運

営を行い、国のクレジットで情報を公表することとする。 

民間活力を活用し機動的に運営していく観点から、制度の運営は

民間団体・企業等とし、更に制度の信頼性、客観性等も必要である

と考えられることから、公表の主体については、国の委託等を受け

た中立的な民間団体が制度の運営を行うこととする。 

また、制度の運営に当たっては、有効な制度設計、適切な運営を

図る観点から、当該民間団体（以下、「運営団体」という）に有識者

からなる運営委員会（仮称）を設置することとする。 

なお、制度の立ち上げ（平成 29 年度）については、国の委託に

より実施し、委託終了後は運営団体が自ら運営していくこととする。 

 

（２）公表の内容 

① 事業者名 

公表の対象は、本制度への参加事業者のみとし、事業者名を公

表する。なお、本制度は任意の制度であるため、自主的に参加申し

込みを行ったガス小売事業者が参加事業者となる。 
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また、参加が任意であることから、ガス小売事業者の参加を促

すためのインセンティブが必要であると考えられる。 

ガス小売事業者としては本制度に参加することで需要家がガス

小売事業者を選択する際の選択肢にあがりやすくなる可能性があ

り、これが本制度に参加する大きなインセンティブである。 

加えて、参加事業者に対して、本制度のホームページに参加事

業者の自主保安等の取組ばかりでなく、保安関連サービスについて

も備考として掲載できることとし、自主保安等の積極的な取組姿勢

を示す情報提供の場として活用してもらうことにより、一層その事

業者が選択されやすくなるようなインセンティブを付与する。 

また、本制度のホームページと参加事業者のホームページとの

相互のリンクや公表内容・評価結果等を各社の広告媒体等へ掲載す

るなどを認めるほか、本制度のシンボルマークを作成し、参加事業

者には、事業活動の際に本制度に登録されている（自主保安活動等

に積極的に取り組んでいる）ことを示すマークとして、当該シンボ

ルマークを各種広告媒体などに掲載、活用できることとする。 

② エリア等表示 

需要家の選択のエリアは市町村エリア単位とし、需要家が利用

する当該地域を選ぶと、供給している参加事業者が表示されるシス

テムとする。 

また、家庭用需要家と業務用需要家とは分けて情報提供するこ

ととする。 

③ 参加事業者の実施内容（特徴など） 

参加事業者の実施している取組の内容について、自主保安等に

係る公表の項目（以下、「公表項目」という。）ごとに、特徴を含め

わかりやすく記述して公表する。 

具体的には、別添１「見える化」制度のホームページにて公表

する情報について」のとおり。 

 

（３）公表の手段・周知 

運営団体のＷｅｂサイトで周知するとともに、参加事業者やＷｅｂ

サイト運営事業者（例えば、需要家の利用頻度が高いと思われる比較

検索サイト等）などにバナーを使ってもらいリンクを貼ることにより

制度の普及を図る。また、経済産業省の「ガス安全見直し隊」のホー

ムページにリンクを貼ることとする。 
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（４）公表の開始時期 

制度は早期の立ち上げが必要である一方、一定の準備期間が必要と

なることを勘案し、平成２９年度末までの立ち上げを目指すこととす

る。但し、公表項目の内容の解説については、需要家の学習と理解を

促進する観点から、各事業者の取組状況の公表を待たずに、先行して

できるだけ早い時期に運営団体が開設するＷｅｂサイトのホームペ

ージに掲載することとする。 

 

（５）公表情報の更新のタイミング 

公表情報は、改正法施行（平成２９年度）から３年間はガス小売事

業者の新規参入が見込まれ、またガス小売事業者の事業活動の地域や

内容等の変化も大きいと考えられることから、１年に１回更新するこ

ととし、それ以降は変動が少なくなると想定されることから、３年に

１回の頻度で更新することとする。 

また、ガス小売事業者の変更事項をできるだけ早く需要家に伝える

観点から、事業者からの変更依頼を常時受付、随時反映することとす

る。 

なお、更新の頻度については、改正法施行後のガス小売事業の登録

の状況を踏まえ、必要な見直しを行うこととする。 

 

（６）情報の取得方法と虚偽申告等に対するペナルティーについて 

情報の取得方法については、参加事業者に自社で実施している公表

項目を含む情報（公表しない情報を含む。）を定型の様式に記入して

いただき、参加申し込みの際に提出してもらう自主申告とする。なお、

公表項目の申告情報については、参加事業者の自主申告であるものの、

需要家へのわかりやすさ、信頼性等が重要であることから、必要に応

じ参加事業者との調整の上、運営団体の事務局による確認、修正等を

行い、公表する。 

また、申告情報は自主申告であることから、正確性を期すためには、

一定の参加条件が必要であると考える。このため、ガス小売事業者に

は参加条件として、①需要家等から虚偽であることの通報等があった

場合には、事実の確認のため、事務局による電話等による確認、参加

事業者の事務所への調査を行うこと、②虚偽の申告であることが確認

できた場合には、事業者名、虚偽内容等を公表すること、について受

入れ、同意してもらうことを前提とする。 

 



 

6 

 

３． 評価関係 

（１）評価項目の策定等 

自主保安等に係る評価の項目（以下、「評価項目」という。）等につ

いては、別添２「評価項目の策定等について」のとおり。 

 

（２）評価等に係る手数料 

公表に係る費用を含めて運営団体の制度運営に係る費用について

は、事業の継続性の観点から、手数料というかたちで参加事業者から

負担を求めることとする。なお、国の予算措置により試行的に行う期

間においては無償とする。 

 

（３）評価結果の更新のタイミング 

評価結果は、公表情報と同様、改正法施行（平成２９年度）から３

年間はガス小売事業者の新規参入が見込まれ、またガス小売事業者の

自主保安等活動地域、活動内容等の変化も大きいと考えられることか

ら、１年に１回更新することとし、それ以降は変動が少なくなると想

定されることから、３年に１回の頻度で更新することとする。 

なお、更新の頻度については、改正法施行後のガス小売事業の登録

の状況を踏まえ、必要な見直しを行うこととする。 

 

４． その他 

運営団体の本制度のホームページには、需要家からの問合せ窓口（電

話番号、メールアドレスなど）を設ける。 

また、参加事業者の公表内容については、国や運営団体が需要家に対

し保障するものではないこと（免責事項）から、情報を公表するに当た

っては、需要家に誤解がないよう、実際のガス小売事業者との契約など

の際には、公表内容について必ず事業者に確認されたい旨の注意書きを

記載することとする。 
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「見える化」制度のホームページにて公表する情報について 

１．公表する情報の考え方について 

（１）需要家が都市ガスを利用するにあたって求めている保安又は需要家自身の使用

環境における必須の保安は、ガス小売事業者が取り組む「自主保安活動」だけで

はなく、ガス小売事業者の保安に対する姿勢や体制整備等も含めた全体像であり、

需要家にとって、このような情報がガス小売事業者を選択する上で重要であると

考える。また、需要家にとっては、自主保安等について学習できる環境を提供さ

れることが必要であるが、全ての需要家が保安について関心を持っているとは限

らず、ガスの小売自由化当初は、ガス小売事業者を簡便かつスピーディーに選択

したいというニーズもあると考えられる。 

（２）このため、情報提供の方法としては、需要家が利用（居住等）しようとする市

町村エリア単位の地域において、都市ガスを供給しているガス小売事業者を知り、

当該事業者らの自主保安等の取組内容をわかり易く掲載することによって簡便に

知り得ることができるようにすることが必要なことから、Ｗｅｂサイトにこのよ

うな機能の検索システムを構築する。ガス小売事業者の自主保安等の取組の内容

については、自主保安等に係る公表の項目（以下、「公表項目」という。）ごとに、

自社の取組内容をわかりやすく記述してもらう。需要家は、本システムにアクセ

スすることによって、需要家自身に合うガス小売事業者を選択するというシステ

ムとする。 

（３）併せて、当該検索システムとともに、需要家が自主保安等の内容、ガスや消費

機器等に関する基本情報など、学ぶためのコンテンツも掲載し、需要家の自主保

安等の理解の促進、保安意識の向上を狙う。 

 

２．公表する情報の内容について 

公表する情報については、作成する「見える化」制度のホームページにおいて、

ガス小売事業者の自主保安等の取組を検索することができる「検索システム」を構

築することで、需要家にガス小売事業者による自主保安等の取組を「見える化」（公

表）する。また、当該事業者の取組内容について、需要家の理解が促進されるよう

「学習コンテンツ」も当該ホームページに盛り込むこととする（別紙１及び別紙２

参照）。 

（１）検索システム 

検索システムで公表する内容については、需要家が容易に理解できるよう、公

表項目ごとに特徴的な取組や実施頻度（例えば、消費機器調査：○年に１回、周

知：○年に１回など）を平易な表現で記述し、掲載する。また、経済産業省資源

エネルギー庁（ガス市場整備室）がホームページで公表している「登録ガス小売

【別添１】 
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事業者一覧」へのリンクを貼ることなどにより、本制度に参加しないガス小売事

業者もわかるようにする。 

（２）学習コンテンツ 

学習コンテンツについては、需要家が公表項目の内容について学習し、ガス小

売事業者の自主保安等に対する取組への理解が進むよう、公表項目ごとに平易な

表現で記述した解説情報を掲載する。また、都市ガスの性状や消費機器などに関

する基本情報も併せて掲載する。 

 

こうした構成とすることで、需要家が都市ガスを使用する上で、自身の使用環境

において保安上留意すべき事項がどのようなものかを周知・啓発することができる

とともに、その需要家の保安ニーズに合ったガス小売事業者の選択を促す効果が期

待できる。 

 

３．公表項目の設定について 

（１）公表項目の設定の考え方 

公表項目の設定に当たっては、需要家の使用機器や使用環境は様々であること

から、個々の需要家が事故等に遭わないよう、自身にとって気をつけなければな

らないことは何であるかなど必須の保安事項を認識できるようにすることが重要

である。 

需要家に対する事故等対策については、これまで国及び事業者は、ガス安全小

委員会にて策定された「ガス安全高度化計画（平成 23年 5 月）」を踏まえ、事故

等の撲滅を目指し鋭意取り組んできている。 

（２）公表項目の設定 

こうしたことから、当該計画に記載し、取り組んでいる事項を参考に抽出した

別紙３「公表項目一覧表」に掲げる項目を公表項目として設定することとする。 

 

なお、学習コンテンツにおける公表項目の内容の解説については、当該公表項目一

覧表にある「公表項目の解説」を引き続きブラシュアップして、平易な表現に改める。 

  



【別紙１】 

 

 

 

「見える化」制度のホームページ（イメージ図） 

 

 

 

 

 



【別紙２】検索システムの概要

用途区分 営業地域

A社
B社
C社 　

② ③ D社 ④
選択→ 選択→ E社 →→→→

参加 F社
① G社

選択→ H社
用途で選択 I社

② ③ A社
選択→ 選択→ B社 ④

C社 →→→→
D社
E社

不参加

需要家が新たにガス小売販売事業者を選ぶに当たって、

① 利用しようとするガスの用途区分を選択

② 利用場所（居住等）の地域を選択し、供給しているガス小売事業者を確認

③ ガス小売事業者を選択

④ 選んだガス小売事業者の自主保安等の活動内容を確認

事業者毎に公表項目毎の内容を
わかり易く記載し、公表する。

「
見
え
る
化

」
シ
ス
テ
ム

ガス小売事業者

「
見
え
る
化

」
シ
ス
テ
ム
参
加
事
業
者

※
不
参
加
は
選

択
さ
れ
な
い

需要家が
選択

不
参
加

家
庭
用
需
要
家

業
務
用
需
要
家

市
町
村
エ
リ
ア
単
位

ガ
ス
小
売
事

業
者
を
選
択



【別紙３】

分類 公表項目

（１）保安の確保に関するマネジメント

（２）保安管理体制の整備

（３）保安教育・訓練の実施等

２．保安業務
（１）ＣＯ中毒事故防止対策 

①非安全型機器の撲滅に向けた取替促
　 進に係る取組

②消費機器調査時の換気励行等の安全
使用に係る取組

③消費機器および給排気設備のメンテナ
ンスに係る取組

④業務用換気警報器の設置促進の取組

（２）ガス漏えいによる爆発、火災事故防
止策

①消費機器の正しい操作方法・安全な使
用方法の周知に関する取組

②ガス栓や接続具の正しい接続方法の
　 周知・確認に関する取組

③ガス警報器の設置促進の取組

３．需要家への安
　　全教育・啓発 （１）需要家への保安啓発活動

４．他の制度によ
　　る保安表彰の
　　受賞歴

（１）本制度以外の保安表彰受賞履歴

（注意）
解説は、公表項目を理解して頂くため、作成したものであり、今後、内容の充実を図ることとしたい。

需要家の保有する機器・設備を調査し、その保有する消費機器・設備に即した、非安全型機器の撲滅
に向けた取替促進に係る周知・啓発を実施している。

需要家の保有する機器・設備を調査し、その保有する消費機器・設備に即した、小型湯沸器などの消
費機器調査時の換気等の安全使用に係る周知・啓発を実施している。

需要家の保有する機器・設備を調査し、その保有する消費機器・設備に即した、機器本体やダクト、
フード等の給排気設備のメンテナンスに係る周知・啓発を実施している。

消費機器等の不具合に起因するＣＯ中毒事故を未然に防止するため、需要家の保有する機器・設備
を調査し、その保有する消費機器・設備に即した、警報器の設置促進（業務用換気警報器等）を実施
している。

事業者の保安の取組が他の表彰評価制度により、表彰され、評価されたことを示す。

公　表　項　目　一　覧　表　　

需要家の保有する機器・器具を調査し、その保有する消費機器・器具に即した、ふろがまなどの消費
機器の正しい操作方法・安全な使用方法の周知、ガス栓や接続具の正しい接続方法などの周知・啓
発

需要家の保有する機器・器具を調査し、その保有する消費機器・器具に即した、ヒューズガス栓やゴ
ム管などの接続具の正しい接続方法の周知・啓発

需要家の保有する機器・器具を調査し、その保有する消費機器・器具に即した、ガス警報器の設置促
進

ガスの保安を確保するにあたり、よりわかりやすい安全関連制度(長期使用製品点検制度を含む。）・
施策の説明等を含めた安全広報活動を実施している。（例）「ガスと暮らしの安心運動、出前教育な
ど。

消費機器等の不具合に起因するガス漏えいによる爆発又は火災事故を未然に防止するための自主
保安活動の項目

１．保安管理体制

公表項目の解説

自主保安の確保およびその維持向上に関する取組方針（経営方針や目標など）をトップの宣言などで
明言し、社内に徹底するとともにホームページや広報誌等で公表して、確実に取り組まれている。

事業所拠点配置、保安管理組織などのガス小売事業者として保安業務を的確に遂行するために必要
な保安管理体制が整備されている。

保安従事者に対する教育訓練など保安業務を的確に遂行するための教育訓練を実施するとともに必
要な数の保安業務監督者（ガス主任技術者資格）および消費機器調査員などの資格取得者が充足さ
れている。

・消費機器等の不具合に起因するＣＯ中毒事故を未然に防止するための自主保安活動の項目

1／1
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評価項目の策定等について 

 

１．背景  

これまで国の都市ガス安全規制は、社会の動向やニーズを踏まえ安全水準の維

持・向上という本来の政策目的の達成を前提としつつ、各主体の自己責任原則を重

視し国の関与を必要最小限とした体系への転換を図ることで、それまでの事前規制

中心から事後規制中心の体制へ徐々に移行させ、現在のガス事業者の自主保安活動

が組み込まれた安全水準を維持するための好循環な仕組みが構築されてきた。 

この仕組みの中核をなすものが｢ガス安全高度化計画（平成 23 年 5月）｣である。

ガス安全高度化計画では、「2020 年時点における死亡事故ゼロ」などとする安全高

度化目標を策定し、国、ガス事業者、需要家及び関係者が各々の果たすべき役割を

着実に実行するとともに、各々が協働することで安全・安心な社会を実現すること

を目指すこととされている。 
 

＜安全高度化目標＞ 

 

 

 
 

＜安全高度化指標＞ 
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２．評価の考え方 

（１）需要家がガス小売事業者を適正に選択する上では、検索システムや学習コンテ

ンツなどのガス小売事業者の自主申告による情報提供とともに第三者の客観的な

評価による情報提供も必要であると考える。 

（２）自主保安等に係る評価の項目（以下、「評価項目」という。）の策定等に当たっ

ては、需要家の使用機器や使用環境は様々であり、家庭用需要家と業務用需要家

との差異もあることから、需要家が自身の使用機器や使用環境等に合ったガス小

売事業者を選択できるよう仕組みを作ることが重要である。またこの際、ガスの

小売自由化当初は、全ての需要家が保安について関心を持っているとは限らず、

ガス小売事業者を簡便かつスピーディーに選択したいというニーズもあると考え

られることから、このような需要家にも応える必要がある。 

（３）他方、ガス小売事業者にとっても自主保安等に取り組むインセンティブとなる

仕組みとすることが大切である。 

（４）こうした観点から、評価の仕組みを検討し、ガス小売事業者による自主保安等

の質を明らかにする制度を構築することにより、保安水準の維持、向上につなげ

る。 

 

３．評価項目の策定等 

評価の仕組みについては、家庭用需要家と業務用需要家とに分け、需要家自身の

使用機器や使用環境等に合った評価項目により評価し、評価結果が各ガス小売事業

者毎にわかるようにする。 

（１）評価項目 

評価項目については、公表項目と同一の項目とする。 

（２）評価項目毎の評価方法、基準など 

評価方法については、ガス小売事業者にとって自主保安等に取り組むインセン

ティブとなる仕組みとすることが大切である。 

評価項目毎の評価方法については、以下のとおり２段階、または３段階で評価

する。 

２段階：①未実施、②[GOOD]  

３段階：①未実施、②[GOOD]、③[EXCELLENT]  

［GOOD］と［EXCELLENT］との評価の基本的な考え方については、評価項目毎の

取組内容が②ガス小売事業者から需要家への一方向的な取組と、③需要家への改

善折衝等を伴うような双方向的な取組とに分かれ、またガス安全高度化計画の

「2020 年時点における死亡事故ゼロ」などとする目標達成への寄与度としては、

②に比べて③の方が大きいと考えられることから、②へ取り組む申告内容であれ

ば［GOOD］、②に加えて③へ取り組む申告内容であれば［EXCELLENT］とする。 

また、この考え方に基づき、評価項目毎に評価の観点（基準）を作成し、当該
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評価の観点（基準）に基づき、ガス小売事業者が申告した取組内容を有識者によ

る審査委員会（運営委員会の下に設ける）で審査し、評価することとする（具体

的には、別紙を参照）。 

なお、評価の前提として、当該ガス小売事業者において需要家の非安全型機器・

経年設備の有無の把握などが確実に行われていること、当該機器等を有する全て

の需要家に対して対応することとしていることなどが必要であることから、申告

内容について、保安業務規定の内部規定、聞き取りなどにより対象需要家の抽出

方法、対象数など実施状況を確認する。 

また、次のイ．又はロ．に該当するガス小売事業者は、原則として本制度の対

象から除く。 

イ．現にガス事業法の法令違反の状態にあるもの又は過去５年以内に当該法令違

反により命令、取消し、罰則等の処分を受けたもの若しくはそれに類するもの。 

ロ．他法令の違反、刑事事件を起こし、ふさわしくないもの。 

（３）評価結果の表示方法（文字情報、マーク、記号等のイメージ情報など） 

評価結果の表示については、需要家にとってわかりやすく、また、簡便かつス

ピーディーに認識できる見せ方が必要である。見せ方としては、例えば、評価項

目毎の文字表示の［GOOD］、［EXCELLENT］と色表示の「灰色」、「青色」、「金色」と

の組み合わせたアイコン等のマークで表示するなど工夫したものとする。 

なお、検索システムにおいては、事業者間の比較がしやすいように、一覧の形

で示すことができるようにする。 

 

＜アイコン等の表示イメージ例＞ 

 



【別紙】
【家庭用需要家】

GOOD EXCELLENT

（１）保安の確保に
関するマネジメント

自主保安の確保およびその維持向上に関する取組方針を
表明している。（「表明している」とは、需要家に積極的に伝
えたいという意志を持って、わかりやすい表現で公表してい
ること。以下同じ。）

取組事例：
①自社ホームページ等において自主保安に積極的に取り組
む方針であるとの姿勢を公表、など

（２）保安管理体制
の整備

自主保安の取り組みを遂行するための管理体制が整備さ
れていることを表明している。

取組事例：
①自社ホームページ等において自社の保安管理体制をわ
かりやすい表現で公表、など

【関連法令等】
・ガス事業法　第160条　第1項
・小売保安省令　（保安業務規程）第12条　表中
　一　保安業務を管理する者の職務及び組織に関すること。
　二　保安業務を管理する事業所ごとの保安業務監督者の選任に関すること。
【具体的な内容】
・保安業務規程に基づき、保安業務を的確に遂行するために必要な保安管理体制（事業
所拠点毎の保安管理組織等）を整備すること。

（３）保安教育・訓練
の実施等

保安従事者に対する教育、訓練の実施に必要な措置が取
られていることを表明している。

取組事例：
①自社ホームページ等において保安業務の従事者のスキ
ルや教育の実施状況等をわかりやすい表現で公表、など

【関連法令等】
・ガス事業法　第160条　第1項
・小売保安省令　（保安業務規程）第12条　表中
　四　保安業務に従事する者に対する保安にかかる教育及び訓練に関すること。

【具体的な内容】
・保安業務規程に基づき、保安業務に従事する者に対する教育・訓練等保安業務を的確
に遂行するための教育訓練を実施する。
・必要な数の保安業務監督者等及び消費機器調査員等の資格取得者を充足しているこ
と。

①非安全型機器の
撲滅に向けた取替
促進に係る取組

法定項目の内容に加え、非安全型機器の取替促進につい
て、独自に工夫し、需要家にとってわかりやすい一方向的な
伝達手段・手法により周知を実施している。（「実施している」
とは、当該取組を実施することについて、内部規程（社内マ
ニュアル等）、ホームページ、チラシなどいずれかで謳ってい
ること。以下同じ。）

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより、非安全型機器の取替
促進周知を実施、など

左記の内容に加え、非安全型機器の取替促進について、需
要家に対して対面で説明するなど双方向的な伝達手段・手
法により取組を実施している。

取組事例：
①対面で安全型機器の安全性上の優れた点を説明
②不燃防なし小型瞬間湯沸器のCO測定
③不燃防なしCF、FE式給湯器のCO測定
④強制排気システムにおける排気扇の作動確認の実施
⑤不燃防なし浴室内CFふろがま等へのCO警報器の設置の
お勧め
⑥CF式・FE式ガス機器の給排気設備に係る技術基準適合
状況の確認、など

【関連法令等】
・ガス事業法第159条第1項
・対象機器：・小売保安省令第2条第1項第2号ロの表中(２）～（６）
・周知内容：小売保安省令第2条第1項第1号
　ハ　消費機器を使用する場所の環境及び換気に関する事項
　へ　次号の表の上欄（４）に掲げるふろがまに係る排気筒の点検に関する事項
　リ　イからチまでに掲げるもののほか、ガス使用に伴う危険の発生の防止に関し
　　　必要な事項

【対象機器】
　・不完全燃焼防止装置（以下不燃防）なし小型湯沸器
　・浴室内設置不燃防なしCF式ふろがま
　・屋内設置不燃防なしCF式及びFE式湯沸器
　・屋内設置不燃防なしCF式ふろがま
　・不燃防なし金網ストーブ
【周知内容※】
　・消費機器を設置又は使用する場合の換気の必要性（ハ）
　・また、給排気設備は異常のないよう時々点検する必要があること。（ハ）
　・浴室内設置不燃防なしCF式ふろがまを所有する需要家に対する周知に関する
　　こと。（へ）
　・ガスの安全使用に係る必要な事項（リ）
　・消費先の事故を防止するための安全設備、安全装置付き機器等の事故防止
　　機能にかかること。（リ）

②消費機器調査時
の換気励行等の安
全使用に係る取組

法定項目の内容に加え、換気励行等、消費機器の安全使
用に効果的な周知等について、独自に工夫し、需要家に
とってわかりやすい一方向的な伝達手段・手法により実施し
ている。

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより、小型湯沸器の使用時
の換気の注意等の周知、など

左記の内容に加え、換気励行等、消費機器の安全使用に
ついて、需要家に対して対面により説明するなど双方向的
な伝達手段・手法により取組を実施している。

取組事例：
①対面で消費機器使用時の換気の必要性を説明
②安全使用ステッカー等の貼付状況の点検
③未貼付の需要家への安全使用ステッカー等の貼付、など

【関連法令等】
・ガス事業法第159条第1項
・周知内容：小売保安省令第2条第1項第1号
　イ　消費機器の供給するガスに対する適応性に関する事項
　ロ　消費機器の管理及び点検に関する事項
　ハ　消費機器を使用する場所の環境及び換気に関する事項

【周知内容※】
　・供給するガスの種類と消費機器に表示されているガスの種類が適応している
　 こと。（イ）
　・適応していない場合の危険性（イ）
　・消費機器の操作や日常の管理については、取扱説明書によること。（ロ）
　・誤った操作や日常の管理を怠った場合、事故になる恐れがあること。（ロ）
　・消費機器を設置又は使用する場合の換気の必要性について。（ハ）
　・また、給排気設備は異常のないよう時々点検する必要があること。（ハ）

①消費機器の正し
い操作方法・安全
な使用方法の周知
に関する取組

法定項目の内容に加え、消費機器の正しい操作方法・安全
な使用方法について、独自に工夫し，需要家にとってわかり
やすい一方向的な伝達手段・手法により周知・啓発活動を
実施している。

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより、消費機器の正しい操作
方法や安全な使用方法を周知、など

左記の内容に加え、消費機器の正しい操作方法・安全な使
用方法について、需要家に対して対面により説明するなど
双方向的な伝達手段・手法により取組を実施している。

取組事例：
①対面で需要家の消費機器について安全な使用方法を説
明
②消費機器の正しい操作方法を示したステッカーの配布お
よび需要家への貼付依頼、など

【関連法令等】
・ガス事業法第159条第1項
・周知内容：小売保安省令第2条第1項第1号
　イ　消費機器の供給するガスに対する適応性に関する事項
　ロ　消費機器の管理及び点検に関する事項
　ハ　消費機器を使用する場所の環境及び換気に関する事項

【周知内容※】
　・供給するガスの種類と消費機器に表示されているガスの種類が適応している
　 こと。（イ）
　・適応していない場合の危険性（イ）
　・消費機器の操作や日常の管理については、取扱説明書によること。（ロ）
　・誤った操作や日常の管理を怠った場合、事故になる恐れがあること。（ロ）
　・消費機器を設置又は使用する場合の換気の必要性について。（ハ）
　・また、給排気設備は異常のないよう時々点検する必要があること。（ハ）

②ガス栓や接続具
の正しい接続方法
の周知・確認に関
する取組

法定項目の内容に加え、ガス栓・接続具の正しい接続方法
に関し、独自に工夫し，需要家にとってわかりやすい一方向
的な伝達手段・手法により周知・啓発活動を実施している。

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより、接続具の正しい接続方
法を周知、など

左記の内容に加え、ガス栓・接続具の接続不備等が起因の
事故を防止するため需要家に対して対面により説明するな
ど双方向的な伝達手段・手法により取組を実施している。

取組事例：
①対面でガス栓や接続具の正しい接続方法を説明
②経年劣化したゴム管の取替のお勧め
③誤接続発見後の改善フォロー活動
④ガス栓キャップの取り付け
⑤ガス栓カバーの取り付け、など

【関連法令等】
・周知：ガス事業法第159条第1項
・周知項目：小売保安省令第2条第1項第1号
　　ロ　消費機器の管理及び点検に関する事項

【周知内容※】
　・消費機器の操作や日常の管理については、取扱説明書によること。
　・誤った操作や日常の管理を怠った場合、事故になる恐れがあること。

３．需要家へ
の安全教育・
啓発

（１）需要家への保
安啓発活動

需要家に対して、保安PR活動等を実施している。※※

取組事例：
①テレビ、ラジオによる保安PR活動の実施
②新聞、一般向け雑誌、ミニコミ誌等による保安PR活動の
実施
③保安PRポスターの掲示、ホームページでの広報、リーフ
レットの配布
④展示会等における保安PR活動の実施
⑤防災フェアにおける保安PR活動の実施
⑥学校での出前保安教育の実施
⑦防災・保安施設見学会の開催、など

４．他の制度
による保安表
彰の受賞歴

（１）本制度以外の
保安表彰受賞履歴

事業者の保安の取組が、国、自治体、業界などからの保安
表彰など、他の表彰評価制度により、表彰され、評価された
ことがある。

※周知内容については、通達　７資公部第71号「消費機器に関する周知及び調査の制度の運用について」を参照して記載。

※※当該項目の評価の観点（基準）については、小売事業者の実際の申告内容を踏まえ、EXCELLENTも設けることができるかどうかについて引き続き検討。

評価の観点（基準）

評価項目と評価の観点（基準）

法定項目（参考）

事業者の保安の取組が他の表
彰評価制度により、表彰され、
評価されたことを示す。（平成２
９年４月以降の実績であって、
評価する時点の過去５年間に評
価されたものに限る。）

非安全型機器の取替促進に寄
与する取組を実施していること。

換気等の安全使用に係る取組
を実施していること。

（２）ガス漏えいによる爆発、火災事故防止策
（消費機器等の不具合に起因するガス漏えいによる爆発又は火災事故を未然に防止するための自主保安活動の項目）

（１）ＣＯ中毒事故防止対策
（消費機器等の不具合に起因するＣＯ中毒事故を未然に防止するための自主保安活動の項目）

２．保安業務

消費機器の正しい操作方法や
安全な使用方法の取組を実施し
ていること。

ガス栓や接続具の正しい接続方
法に関する取組を実施している
こと。

需要家に対する保安PR活動を
実施していること。

評価（公表）項目 評価項目の解説大分類

１．保安管理
体制

自主保安の確保およびその維
持向上に関する取組方針を表
明していること。

自主保安の取り組みを遂行する
ための管理体制が整備されてい
ることを表明していること。

保安従事者に対する教育、訓練
の実施に必要な措置が取られ
ていることを表明していること。



【業務用需要家】

GOOD EXCELLENT

（１）保安の確保に
関するマネジメント

自主保安の確保およびその維持向上に関する取組方針を
表明している。（「表明している」とは、需要家に積極的に伝
えたいという意志を持って、わかりやすい表現で公表してい
ること。以下同じ。）

取組事例：
①自社ホームページ等において自主保安に積極的に取り組
む方針であるとの姿勢を公表、など

（２）保安管理体制
の整備

自主保安の取り組みを遂行するための管理体制が整備さ
れていることを表明している。

取組事例：
①自社ホームページ等において自社の保安管理体制をわ
かりやすい表現で公表、など

【関連法令等】
・ガス事業法　第160条　第1項
・小売保安省令　（保安業務規程）第12条　表中
　一　保安業務を管理する者の職務及び組織に関すること
　二　保安業務を管理する事業所ごとの保安業務監督者の選任に関
　　　　すること

【具体的な内容】
・保安業務規程に基づき、保安業務を的確に遂行するために必要な保安管理体制（事業所拠点
毎の保安管理組織等）を整備すること。

（３）保安教育・訓練
の実施等

保安従事者に対する教育、訓練の実施に必要な措置が取
られていることを表明している。

取組事例：
①自社ホームページ等において保安業務の従事者のスキ
ルや教育の実施状況等をわかりやすい表現で公表、など

【関連法令等】
・ガス事業法　第160条　第1項
・小売保安省令　（保安業務規程）第12条　表中
　四　保安業務に従事する者に対する保安にかかる教育及び訓練に関すること。

【具体的な内容】
・保安業務規程に基づき、保安業務に従事する者に対する教育・訓練等保安業務を的確に遂行
するための教育訓練を実施する。
・必要な数の保安業務監督者等及び消費機器調査員等の資格取得者を充足していること。

①消費機器および
給排気設備のメン
テナンスに係る取
組

法定項目の内容に加え、消費機器および給排気設備のメン
テナンスについて、独自に工夫し，需要家にとってわかりや
すい一方的な手段・手法により周知・啓発活動を実施してい
る。（「実施している」とは、当該取組を実施することについ
て、内部規程（社内マニュアル等）、ホームページ、チラシな
どいずれかで謳っていること。以下同じ。）

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより、給排気設備のメンテナ
ンスに関する周知を実施、など

左記の内容に加え、消費機器および給排気設備のメンテナ
ンスについて、需要家に対して対面など双方向的な伝達手
段・手法により取組を実施している。

取組事例：
①給排気設備不備の場合における具体的な改善提案の実
施
②業務用厨房における換気ステッカーの貼付状況の点検
③未貼付の需要家への換気ステッカーの貼付、など

【関連法令等】
・ガス事業法第159条第1項
・周知項目：小売保安省令第2条第1項第1号
　　ロ　消費機器の管理及び点検に関する事項
　　ハ　消費機器を使用する場所の環境及び換気に関する事項

【周知内容※】
　・消費機器の操作や日常の管理については、取扱説明書によること（ロ）
　・誤った操作や日常の管理を怠った場合、事故になる恐れがあること（ロ）
　・消費機器を設置又は使用する場合の換気の必要性について。（ハ）
　・また、給排気設備は異常のないよう時々点検する必要があること。（ハ）

②業務用換気警報
器の設置促進の取
組

業務用換気警報器の設置促進について、独自に工夫した手
段・手法により周知を実施している。

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより業務用換気警報器の設
置促進に関する周知を実施
②接する機会における対面での業務用換気警報器の設置
及び取替えのお勧めを実施、など

左記の内容に加え、業務用換気警報器の設置促進につい
て、 需要家の使用環境に応じ、業務用換気警報器の設置
及び取替えを行うなど積極的な取組を実施している。

取組事例：
①巡回折衝などにより、需要家の使用環境に応じた業務用
換気警報器の設置及び継続的な取替えを実施、など

①消費機器の正し
い操作方法・安全
な使用方法の周知
に関する取組

法定項目の内容に加え、保有する業務用機器に即した正し
い操作方法・安全な使用方法について、独自に工夫し、需
要家にとってわかりやすい一方向的な伝達手段・手法により
周知・啓発活動を実施している。

取組事例：
①ポイントを簡潔に表現するなど需要家にわかりやすく記載
した周知物等を投函することにより、業務用消費機器の正し
い操作方法や安全な使用方法を周知、など

左記の内容に加え、保有する業務用機器に即した正しい操
作方法・安全な使用方法について、需要家に対して対面な
ど双方向的な伝達手段・手法により取組を実施している。

取組事例：
①対面で需要家の消費機器について安全な使用方法を説
明
②安全使用ステッカー等の貼付状況の点検
③未貼付の需要家への安全使用ステッカー等の貼付、など

【関連法令等】
・ガス事業法第159条第1項
・周知内容：小売保安省令第2条第1項第1号
　イ　消費機器の供給するガスに対する適応性に関する事項
　ロ　消費機器の管理及び点検に関する事項

【周知内容※】
　・供給するガスの種類と消費機器に表示されているガスの種類が適応している
　 こと（イ）
　・適応していない場合の危険性（イ）
　・消費機器の操作や日常の管理については、取扱説明書によること（ロ）
　・誤った操作や日常の管理を怠った場合、事故になる恐れがあること（ロ）

②ガス栓や接続具
の正しい接続方法
の周知・確認に関
する取組

法定項目の内容に加え、ガス栓・接続具の正しい接続方法
に関する一方向的な伝達手段・手法により周知・啓発活動
を実施している。

取組事例：
①周知物等を投函することにより接続具の正しい接続方法
を周知、など

左記の内容に加え、ガス栓・接続具の接続不備等が起因の
事故を防止するため需要家に対して対面など双方向的な伝
達手段・手法により取組を実施している。

取組事例：
①対面でガス栓や接続具の正しい接続方法を説明
②経年劣化したゴム管の取替のお勧め
③誤接続発見後の改善フォロー活動
④ガス栓キャップの取り付け
⑤ガス栓カバーの取り付け、など

【関連法令等】
・ガス事業法第159条第1項
・周知項目：小売保安省令第2条第1項第1号
　　ロ　消費機器の管理及び点検に関する事項

【周知内容※】
　・消費機器の操作や日常の管理については、取扱説明書によること
　・誤った操作や日常の管理を怠った場合、事故になる恐れがあること

③ガス警報器の設
置促進の取組

法定項目の内容に加え、ガス警報器の設置促進に関する
一方向的な伝達手段・手法により周知・啓発活動を実施して
いる。

取組事例：
①周知物等を投函することによりガス警報器の設置促進を
周知、など

左記の内容に加え、ガス警報器の設置促進について、需要
家に対して対面など双方向的な伝達手段・手法により取組
を実施している。

取組事例：
①警報器の交換時期のお知らせ及び取替えのお勧めの実
施、など

３．需要家への
安全教育・啓発

（１）需要家への保
安啓発活動

需要家に対して、保安PR活動等を実施している。※※

取組事例：
①テレビ、ラジオによる保安PR活動の実施
②新聞、一般向け雑誌、ミニコミ誌等による保安PR活動の
実施
③保安PRポスターの掲示、ホームページでの広報、リーフ
レットの配布
④展示会等における保安PR活動の実施
⑤防災フェアにおける保安PR活動の実施
⑥学校での出前保安教育の実施
⑦防災・保安施設見学会の開催、など

４．他の制度に
よる保安表彰
の受賞歴 （１）本制度以外の

保安表彰受賞履歴

事業者の保安の取組が、国、自治体、業界などからの保安
表彰など、他の表彰評価制度により、表彰され、評価された
ことがある。

※周知内容については、通達　７資公部第71号「消費機器に関する周知及び調査の制度の運用について」を参照して記載。

※※当該項目の評価の観点（基準）については、小売事業者の実際の申告内容を踏まえ、EXCELLENTも設けることができるかどうかについて引き続き検討。

２．保安業務

事業者の保安の取組が他の表
彰評価制度により、表彰され、
評価されたことを示す。（平成２
９年４月以降の実績であって、
評価する時点の過去５年間に評
価されたものに限る。）

保有する業務用機器に即した正
しい操作方法や安全な使用方
法の取組を実施していること。

ガス栓や接続具の正しい接続
方法に関する取組を実施してい
ること。

ガス警報器の設置促進に関す
る取組を実施していること。

需要家に対する保安PR活動を
実施していること。

消費機器および給排気設備の
メンテナンスに係る取組を実施
していること。

業務用換気警報器の設置促進
に寄与する取組を実施している
こと。

（１）ＣＯ中毒事故防止対策
（消費機器等の不具合に起因するＣＯ中毒事故を未然に防止するための自主保安活動の項目）

（２）ガス漏えいによる爆発、火災事故防止策
（消費機器等の不具合に起因するガス漏えいによる爆発又は火災事故を未然に防止するための自主保安活動の項目）

自主保安の取り組みを遂行する
ための管理体制が整備されて
いることを表明していること。

保安従事者に対する教育、訓練
の実施に必要な措置が取られ
ていることを表明していること。

自主保安の確保およびその維
持向上に関する取組方針を表
明していること。

評価の観点（基準）

評価項目と評価の観点（基準）

法定項目（参考）評価項目の解説評価（公表）項目分類

１．保安管理
体制
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▼都市ガスの家庭用需要家向けＷｅｂアンケート調査 

 

▼都市ガスの業務用需要家向けＷｅｂアンケート調査 
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1
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歳

～
1
9
歳

0
0
.0

3
2
0
歳
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7

5
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4
3
0
歳

代
1
7
2

1
7
.2

5
4
0
歳

代
2
9
9

2
9
.9

6
5
0
歳

代
2
6
2

2
6
.2

7
6
0
歳

代
1
6
4

1
6
.4

8
7
0
歳

代
以

上
4
6

4
.6

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
男

5
0
0

5
0
.0

2
女

5
0
0

5
0
.0

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
一

戸
建

て
住

宅
（
持

ち
家

）
4
6
7

4
6
.7

2
一

戸
建

て
住

宅
（
賃

貸
）

2
4

2
.4

3
集

合
住

宅
（
持

ち
家

）
2
3
7

2
3
.7

4
集

合
住

宅
（
賃

貸
）

2
6
5

2
6
.5

5
そ

の
他

：
7

0
.7

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
都

市
ガ

ス
※

の
み

又
は

電
気

と
併

用
1
0
0
0

1
0
0
.0

2
都

市
ガ

ス
以

外
（
プ

ロ
パ

ン
ガ

ス
、

灯
油

等
）
と

電
気

併
用

0
0
.0

3
オ

ー
ル

電
化

0
0
.0

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

3
6
5

3
6
.5

2
知

ら
な

い
6
3
5

6
3
.5

S
C

1
.あ

な
た

の
年

齢
を

お
答

え
く
だ

さ
い

。
S
A

S
C

2
.あ

な
た

の
性

別
を

お
答

え
く
だ

さ
い

。
S
A

S
C

3
.あ

な
た

の
お

住
ま

い
の

形
態

を
お

答
え

く
だ

さ
い

。
S
A

S
C

4
.あ

な
た

が
お

使
い

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

に
つ

い
て

お
伺

い
し

ま
す

。
S
A

Q
1
.あ

な
た

は
ガ

ス
会

社
の

緊
急

時
連

絡
先

を
知

っ
て

い
ま

す
か

。
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貸
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市
ガ
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の
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又
は

電
気

と
併

用

都
市

ガ
ス

以
外

（
プ

ロ
パ

ン
ガ

ス
、

灯
油

等
）
と

電
気

併
用

オ
ー

ル
電

化

3
6
.5

6
3
.5

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

知
っ

て
い

る
知

ら
な
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計
表

(n
%
表

)

n
%

全
体

3
6
5

1
0
0
.0

1
緊

急
連

絡
先

ス
テ

ッ
カ

ー
※

3
2
3

8
8
.5

2
安

全
周

知
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
、

チ
ラ

シ
等

6
0

1
6
.4

3
検

針
票

、
請

求
書

等
1
0
2

2
7
.9

4
ガ

ス
事

業
者

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

の
W

e
b

2
0

5
.5

5
そ

の
他

：
0

0
.0

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
設

置
し

て
い

る
4
7
4

4
7
.4

2
設

置
し

て
い

な
い

3
3
8

3
3
.8

3
わ

か
ら

な
い

1
8
8

1
8
.8

n
%

全
体

4
7
4

1
0
0
.0

1
ガ

ス
会

社
に

設
置

を
勧

め
ら

れ
た

た
め

2
2
1

4
6
.6

2
建

築
会

社
に

設
置

を
勧

め
ら

れ
た

た
め

2
4

5
.1

3
入

居
時

に
お

い
て

既
に

設
置

さ
れ

て
い

た
2
1
0

4
4
.3

4
そ

の
他

：
1
9

4
.0

n
%

全
体

3
3
8

1
0
0
.0

1
設

置
の

必
要

性
を

認
識

し
て

い
な

か
っ

た
た

め
1
9
4

5
7
.4

2
費

用
が

か
か

る
た

め
1
1
7

3
4
.6

3
そ

の
他

：
2
7

8
.0

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
必

ず
す

る
4
8
3

4
8
.3

2
と

き
ど

き
す

る
2
5
4

2
5
.4

3
全

く
し

て
い

な
い

2
6
3

2
6
.3

Q
2
.■

前
問

で
、

「
知

っ
て

い
る

」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
あ

な
た

は
、

ガ
ス

会
社

の
緊

急
時

連
絡

先
を

何
で

知
り

ま
し

た
か

。
（
い

く
つ

で
も

）
M

A

■
以

下
の

動
画

を
ご

覧
に

な
っ

て
か

ら
、

質
問

に
お

答
え

く
だ

さ
い

。
Q

3
.あ

な
た

は
、

自
宅

に
都

市
ガ

ス
警

報
器

※
1
、

※
2
を

設
置

し
て

い
ま

す
か

。
※

1
：
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.g
kk

.g
r.
jp

/
u
se

r_
ga

s_
al

ar
m

.h
tm

l※
2
：
※

上
記

の
U

R
L
を

必
ず

ク
リ

ッ
ク

し
て

か
ら

お
答

え
く
だ

さ
い

。
※

通
信

環
境

に
よ

っ
て

は
再

生
で

き
な

い
、

ま
た

は
再

生
に

時
間

が
か

か
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

※
動

画
が

再
生

さ
れ

な
い

場
合

、
再

度
再

生
ボ

タ
ン

を
押

し
た

上
で

し
ば

ら
く
お

待
ち

く
だ

さ
い

。
※

必
ず

ク
リ

ッ
ク

し
、

動
画

を
ご

覧
に

な
っ

て
か

ら
お

進
み

く
だ

さ
い

。

S
A

Q
4
.■

前
問

で
、

「
設

置
し

て
い

る
」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
都

市
ガ

ス
警

報
器

※
1
、

※
2
を

設
置

し
た

き
っ

か
け

を
教

え
て

く
だ

さ
い

。
※

1
：
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.g
kk

.g
r.
jp

/
u
se

r_
ga

s_
al

ar
m

.h
tm

l※
2
：
※

通
信

環
境

に
よ

っ
て

は
再

生
で

き
な

い
、

ま
た

は
再

生
に

時
間

が
か

か
る

場
合

が
あ

り
ま

す
。

※
動

画
が

再
生

さ
れ

な
い

場
合

、
再

度
再

生
ボ

タ
ン

を
押

し
た

上
で

し
ば

ら
く
お

待
ち

く
だ

さ
い

。

S
A

Q
5
.■

前
問

で
、

「
設

置
し

て
い

な
い

」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
な

ぜ
、

都
市

ガ
ス

警
報

器
を

設
置

し
な

い
の

で
す

か
。

S
A

Q
6
.あ

な
た

は
、

キ
ッ

チ
ン

等
の

屋
内

で
小

型
ガ

ス
瞬

間
湯

沸
器

※
や

ガ
ス

コ
ン

ロ
等

の
ガ

ス
機

器
を

使
用

す
る

際
に

、
換

気
扇

を
回

す
か

窓
を

開
け

る
な

ど
換

気
を

し
て

い
ま

す
か

。
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使
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の
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時

間
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ら

2
8
2

5
4
.5

2
換

気
を

す
る

と
空

調
（
冷

暖
房

）
が

効
か

な
い

か
ら

8
0
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5
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3
換

気
扇

は
煙

や
臭

い
を

排
出

す
る

も
の

だ
か
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8
5

1
6
.4

4
換

気
扇
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る

か
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n
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体
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必

ず
す
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2
5
9

2
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2
と

き
ど

き
す

る
3
6
8

3
6
.8

3
全

く
し

て
い

な
い

3
7
3

3
7
.3

n
%

全
体

7
4
1

1
0
0
.0

1
ガ

ス
機

器
を

使
う

の
が

短
時

間
だ

か
ら

2
1
1

2
8
.5

2
換

気
を

す
る

と
空

調
（
暖

房
）
が

効
か

な
い

か
ら

2
6
8

3
6
.2

3
空

気
清

浄
機

を
使

っ
て

い
る

か
ら

8
5

1
1
.5

4
そ

の
他

：
2
2
1

2
9
.8

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
壊

れ
た

と
き

7
6
6

7
6
.6

2
ガ

ス
機

器
が

汚
れ

て
き

た
と

き
1
5
5

1
5
.5

3
リ

フ
ォ

ー
ム

に
合

わ
せ

て
1
2
8

1
2
.8

4
転

居
し

た
と

き
1
2
5

1
2
.5

5
そ

の
他

：
3
3

3
.3

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

8
0
2

8
0
.2

2
知

ら
な

か
っ

た
1
9
8

1
9
.8

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

8
0
0

8
0
.0

2
知

ら
な

か
っ

た
2
0
0

2
0
.0

Q
7
.■

前
問

で
、

換
気

を
「
と

き
ど

き
す

る
」
、

「
全

く
し

て
い

な
い

」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
あ

な
た

が
キ

ッ
チ

ン
等

の
屋

内
で

小
型

ガ
ス

瞬
間

湯
沸

器
や

ガ
ス

コ
ン

ロ
等

の
ガ

ス
機

器
を

使
用

す
る

際
に

換
気

し
な

い
理

由
と

し
て

あ
て

は
ま

る
も

の
を

、
次

の
中

か
ら

お
選

び
く
だ

さ
い

。
（
い

く
つ

で
も

）

M
A

Q
8
.あ

な
た

は
、

居
室

等
の

屋
内

で
ガ

ス
ス

ト
ー

ブ
※

や
ガ

ス
フ

ァ
ン

ヒ
ー

タ
ー

※
等

の
ガ

ス
機

器
を

使
用

す
る

際
に

、
1
時

間
に

1
～

2
回

程
度

窓
を

開
け

る
な

ど
換

気
を

し
て

い
ま

す
か

。
S
A

Q
9
.■

前
問

で
、

換
気

を
「
と

き
ど

き
す

る
」
、

「
全

く
し

て
い

な
い

」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
あ

な
た

が
居

室
等

の
屋

内
で

ガ
ス

ス
ト

ー
ブ

や
ガ

ス
フ

ァ
ン

ヒ
ー

タ
ー

等
の

ガ
ス

機
器

を
使

用
す

る
際

に
、

換
気

し
な

い
理

由
と

し
て

あ
て

は
ま

る
も

の
を

、
次

の
中

か
ら

お
選

び
く
だ

さ
い

。
（
い

く
つ

で
も

）
M

A

Q
1
0
.ガ

ス
会

社
は

、
古

く
な

っ
た

ガ
ス

機
器

の
交

換
・
取

り
替

え
を

推
奨

し
て

い
ま

す
が

、
あ

な
た

は
、

ど
の

よ
う

な
と

き
に

ガ
ス

機
器

の
取

替
え

を
検

討
し

ま
す

か
。

（
い

く
つ

で
も

）
M

A

Q
1
1
.あ

な
た

は
、

屋
内

で
ガ

ス
機

器
を

使
用

す
る

際
に

は
、

換
気

が
必

要
で

あ
る

こ
と

を
ご

存
知

で
す

か
。

S
A

Q
1
2
.あ

な
た

は
、

換
気

を
行

な
わ

な
か

っ
た

場
合

、
不

完
全

燃
焼

に
よ

り
、

ガ
ス

機
器

よ
り

一
酸

化
炭

素
（
C

O
）
を

排
出

す
る

恐
れ

が
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
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(n
%
表

)

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

6
0
5

6
0
.5

2
知

ら
な

か
っ

た
3
9
5

3
9
.5

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

8
7
5

8
7
.5

2
知

ら
な

か
っ

た
1
2
5

1
2
.5

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
立

ち
消

え
安

全
装

置
（
火

が
消

え
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
7
0
2

7
0
.2

2
不

完
全

燃
焼

防
止

装
置

（
不

完
全

燃
焼

し
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
4
6
3

4
6
.3

3
転

倒
時

安
全

装
置

（
機

器
が

転
倒

し
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
5
3
8

5
3
.8

4
消

し
忘

れ
防

止
装

置
（
ガ

ス
機

器
を

消
し

忘
れ

た
と

き
、

自
動

的
に

ガ
ス

を
止

め
る

。
）

4
5
1

4
5
.1

5
調

理
油

過
熱

（
て

ん
ぷ

ら
火

災
）
防

止
装

置
（
て

ん
ぷ

ら
油

な
ど

が
異

常
な

温
度

に
な

っ
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
4
4
7

4
4
.7

6
知

っ
て

い
る

も
の

は
な

い
1
5
3

1
5
.3

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
説

明
を

受
け

た
こ

と
が

あ
る

4
4
2

4
4
.2

2
説

明
を

受
け

た
こ

と
が

な
い

5
5
8

5
5
.8

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

4
1
5

4
1
.5

2
知

ら
な

か
っ

た
5
8
5

5
8
.5

Q
1
3
.あ

な
た

は
、

小
型

ガ
ス

瞬
間

湯
沸

器
等

※
は

、
古

く
な

る
と

、
正

し
く
換

気
を

し
て

い
て

も
、

不
完

全
燃

焼
に

よ
り

一
酸

化
炭

素
（
C

O
）
を

排
出

す
る

恐
れ

が
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

Q
1
4
.あ

な
た

は
、

一
酸

化
炭

素
（
C

O
）
を

吸
い

込
む

と
、

中
毒

に
な

っ
た

り
、

そ
れ

に
よ

っ
て

死
に

至
る

こ
と

が
あ

る
の

を
ご

存
知

で
す

か
。

S
A

Q
1
5
.ガ

ス
機

器
に

搭
載

さ
れ

て
い

る
安

全
装

置
に

つ
い

て
、

あ
な

た
が

ご
存

知
の

も
の

を
全

て
お

答
え

く
だ

さ
い

。
（
い

く
つ

で
も

）
M

A

Q
1
6
.あ

な
た

は
、

ガ
ス

会
社

か
ら

、
ガ

ス
使

用
開

始
時

（
開

栓
時

）
や

3
年

に
1
度

の
定

期
保

安
点

検
時

な
ど

に
ガ

ス
の

安
全

な
使

用
に

関
す

る
情

報
（
換

気
の

必
要

性
や

ガ
ス

栓
と

接
続

具
※

の
状

況
等

）
に

つ
い

て
、

説
明

を
受

け
た

こ
と

が
あ

り
ま

す
か

。
※

［
画

像
を

拡
大

］
を

ク
リ

ッ
ク

し
て

い
た

だ
く
と

拡
大

し
て

ご
覧

い
た

だ
け

ま
す

。

S
A

Q
1
7
.敷

地
内

や
建

物
内

に
あ

る
ガ

ス
管

は
、

お
客

さ
ま

の
所

有
物

で
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

6
0
.5

3
9
.5

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

知
っ

て
い

る
知

ら
な

か
っ

た

8
7
.5

1
2
.5
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20
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40
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60

%
80

%
10

0%

知
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て
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る
知

ら
な

か
っ

た

70
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46
.3 53

.8
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.1

44
.7
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.3

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
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4
4
.2

5
5
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%
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%
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0%

説
明

を
受

け
た

こ
と

が
あ

る

説
明
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受

け
た

こ
と

が
な

い

4
1
.5

5
8
.5

0%
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%
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%
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%
10

0%

知
っ

て
い

る
知

ら
な

か
っ

た
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表

(n
%
表

)

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

4
8
9

4
8
.9

2
知

ら
な

か
っ

た
5
1
1

5
1
.1

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

3
6
9

3
6
.9

2
知

ら
な

か
っ

た
6
3
1

6
3
.1

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
男

性
5
0
0

5
0
.0

2
女

性
5
0
0

5
0
.0

値
全

体
1
0
0
0

平
均

値
4
9
.0

4
最

小
値

2
0
.0

0
最

大
値

8
2
.0

0

Q
1
8
.敷

地
内

に
埋

設
さ

れ
た

鉄
製

の
ガ

ス
管

は
、

古
く
な

る
と

腐
食

に
よ

り
ガ

ス
漏

洩
を

起
こ

す
場

合
が

あ
り

、
交

換
等

が
必

要
に

な
り

ま
す

。
あ

な
た

は
こ

の
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

Q
1
9
.敷

地
内

の
ガ

ス
管

の
修

理
・
取

替
え

等
の

費
用

は
お

客
さ

ま
負

担
と

な
り

ま
す

。
あ

な
た

は
こ

の
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

性
別

S
A

年
齢
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4
8
.9

5
1
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(n
%
表

)

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
北

海
道

2
4

2
.4

2
青

森
県

5
0
.5

3
岩

手
県

1
0
.1

4
宮

城
県

1
5

1
.5

5
秋

田
県

3
0
.3

6
山

形
県

4
0
.4

7
福

島
県

3
0
.3

8
茨

城
県

4
0
.4

9
栃

木
県

7
0
.7

1
0

群
馬

県
4

0
.4

1
1

埼
玉

県
6
3

6
.3

1
2

千
葉

県
6
1

6
.1

1
3

東
京

都
2
1
9

2
1
.9

1
4

神
奈

川
県

1
2
1

1
2
.1

1
5

新
潟

県
2
7

2
.7

1
6

富
山

県
4

0
.4

1
7

石
川

県
2

0
.2

1
8

福
井

県
0

0
.0

1
9

山
梨

県
1

0
.1

2
0

長
野

県
6

0
.6

2
1

岐
阜

県
4

0
.4

2
2

静
岡

県
1
8

1
.8

2
3

愛
知

県
6
5

6
.5

2
4

三
重

県
7

0
.7

2
5

滋
賀

県
1
1

1
.1

2
6

京
都

府
3
0

3
.0

2
7

大
阪

府
1
3
6

1
3
.6

2
8

兵
庫

県
5
2

5
.2

2
9

奈
良

県
1
3

1
.3

3
0

和
歌

山
県

2
0
.2

3
1

鳥
取

県
3

0
.3

3
2

島
根

県
2

0
.2

3
3

岡
山

県
5

0
.5

3
4

広
島

県
1
6

1
.6

3
5

山
口

県
6

0
.6

3
6

徳
島

県
0

0
.0

3
7

香
川

県
6

0
.6

3
8

愛
媛

県
3

0
.3

3
9

高
知

県
3

0
.3

4
0

福
岡

県
3
0

3
.0

4
1

佐
賀

県
1

0
.1

4
2

長
崎

県
3

0
.3

4
3

熊
本

県
3

0
.3

4
4

大
分

県
1

0
.1

4
5

宮
崎

県
0

0
.0

4
6

鹿
児

島
県

4
0
.4

4
7

沖
縄

県
2

0
.2

4
8

海
外

0
0
.0

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
2
0
歳

代
5
7

5
.7

2
3
0
歳

代
1
7
2

1
7
.2

3
4
0
歳

代
2
9
9

2
9
.9

4
5
0
歳

代
2
6
2

2
6
.2

5
6
0
歳

代
1
6
4

1
6
.4

6
7
0
歳

代
以

上
4
6

4
.6

都
道

府
県

S
A

年
代

S
A

2.
4

0.
5

0.
1

1.
5

0.
3

0.
4

0.
3

0.
4

0.
7

0.
4

6.
3

6.
1

21
.9

12
.1

2.
7

0.
4

0.
2

0.
0

0.
1

0.
6

0.
4

1.
8

6.
5

0.
7

1.
1

3.
0 13

.6
5.
2

1.
3

0.
2

0.
3

0.
2

0.
5

1.
6

0.
6

0.
0

0.
6

0.
3

0.
3

3.
0

0.
1

0.
3

0.
3

0.
1

0.
0

0.
4

0.
2

0.
0

0%
20
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40

%
60

%
80

%
10
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 5
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以

上
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(n
%
表

)

n
%

全
体

1
0
0
0

1
0
0
.0

1
男

性
 2

0
歳

代
1
2

1
.2

2
男

性
 3

0
歳

代
4
8

4
.8

3
男

性
 4

0
歳

代
1
3
8

1
3
.8

4
男

性
 5

0
歳

代
1
5
4

1
5
.4

5
男

性
 6

0
歳

代
1
1
5

1
1
.5

6
男

性
 7

0
歳

代
以

上
3
3

3
.3

7
女

性
 2

0
歳

代
4
5

4
.5

8
女

性
 3

0
歳

代
1
2
4

1
2
.4

9
女

性
 4

0
歳

代
1
6
1

1
6
.1

1
0

女
性

 5
0
歳

代
1
0
8

1
0
.8

1
1

女
性

 6
0
歳

代
4
9

4
.9

1
2

女
性

 7
0
歳

代
以

上
1
3

1
.3

性
年

代
S
A

1.
2

4.
8 13

.8
15
.4

11
.5

3.
3

4.
5 12
.4 16
.1

10
.8

4.
9

1.
3

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
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(n
%
表

)

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
農

業
、

林
業

1
0
.2

2
漁

業
0

0
.0

3
鉱

業
、

採
石

業
、

砂
利

採
取

業
0

0
.0

4
建

設
業

0
0
.0

5
製

造
業

2
0
.4

6
電

気
・
ガ

ス
・
熱

供
給

・
水

道
業

0
0
.0

7
情

報
通

信
業

0
0
.0

8
運

輸
業

、
郵

便
業

0
0
.0

9
卸

売
業

、
小

売
業

7
1
.4

1
0

金
融

業
、

保
険

業
2

0
.4

1
1

不
動

産
業

、
物

品
賃

貸
業

0
0
.0

1
2

学
術

研
究

、
専

門
・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

0
0
.0

1
3

宿
泊

業
、

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
4
5
7

9
1
.4

1
4

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
、

娯
楽

業
5

1
.0

1
5

教
育

、
学

習
支

援
業

0
0
.0

1
6

医
療

、
福

祉
4

0
.8

1
7

複
合

サ
ー

ビ
ス

事
業

2
0
.4

1
8

サ
ー

ビ
ス

業
（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

1
9

3
.8

1
9

公
務

（
他

に
分

類
さ

れ
る

も
の

を
除

く
）

0
0
.0

2
0

上
記

で
分

類
不

能
の

産
業

1
0
.2

2
1

現
在

、
働

い
て

い
な

い
0

0
.0

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
は

い
5
0
0

1
0
0
.0

2
い

い
え

0
0
.0

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
都

市
ガ

ス
（
※

）
の

み
又

は
電

気
と

併
用

5
0
0

1
0
0
.0

2
都

市
ガ

ス
以

外
（
プ

ロ
パ

ン
ガ

ス
、

灯
油

等
）
と

電
気

併
用

0
0
.0

3
オ

ー
ル

電
化

0
0
.0

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
飲

食
店

4
3
7

8
7
.4

2
ベ

ー
カ

リ
ー

1
1

2
.2

3
総

菜
・
弁

当
店

1
1

2
.2

4
そ

の
他

：
4
1

8
.2

S
C

1
.あ

な
た

の
お

勤
め

先
（
派

遣
先

）
に

つ
い

て
、

業
種

大
区

分
を

教
え

て
く
だ

さ
い

。
※

あ
な

た
の

企
業

の
業

種
が

ど
の

区
分

か
わ

か
ら

な
い

場
合

は
、

以
下

の
リ

ン
ク

よ
り

該
当

す
る

職
業

を
ご

参
照

く
だ

さ
い

。
※

あ
な

た
の

企
業

が
複

数
の

業
種

に
ま

た
が

る
場

合
は

、
現

在
あ

な
た

ご
自

身
が

最
も

従
事

し
て

い
る

業
種

を
お

選
び

く
だ

さ
い

。
【
参

考
】
総

務
省

日
本

標
準

産
業

分
類

（
平

成
2
6
年

4
月

1
日

施
行

）
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.s
o
u
m

u
.g

o
.jp

/
to

u
ke

i_
to

u
ka

ts
u
/
in

de
x/

se
id

o
/
sa

n
gy

o
/
H

2
5
in

de
x.

h
tm

S
A

S
C

2
.あ

な
た

は
、

厨
房

や
食

堂
等

の
施

設
で

従
事

さ
れ

る
お

仕
事

（
業

務
）
で

す
か

。
又

は
、

こ
れ

ら
施

設
の

オ
ー

ナ
ー

で
す

か
。

S
A

S
C

3
.あ

な
た

が
お

勤
め

（
又

は
所

有
）
先

の
店

舗
等

の
施

設
に

あ
る

業
務

用
厨

房
は

、
都

市
ガ

ス
（
※

）
を

利
用

し
て

い
ま

す
か

。
※

下
記

の
U

R
L
を

必
ず

ク
リ

ッ
ク

し
て

か
ら

お
答

え
く
だ

さ
い

。
S
A

Q
1
.お

店
の

業
種

を
お

答
え

く
だ

さ
い

。
S
A

0.
2

0.
0

0.
0

0.
0

0.
4

0.
0

0.
0

0.
0

1.
4

0.
4

0.
0

0.
0

91
.4

1.
0

0.
0

0.
8

0.
4

3.
8

0.
0

0.
2

0.
0

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

1
0
0
.0

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

は
い

い
い

え

1
0
0
.0

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
都

市
ガ

ス
（
※

）
の

み
又

は
電

気
と

併
用

都
市

ガ
ス

以
外

（
プ

ロ
パ

ン
ガ

ス
、

灯
油

等
）
と

電
気

併
用

オ
ー

ル
電

化

8
7
.4

2
.22
.2

8
.2

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

飲
食

店
ベ

ー
カ

リ
ー

総
菜

・
弁

当
店

そ
の

他
：
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計
表

(n
%
表

)

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
オ

ー
ナ

ー
2
2
2

4
4
.4

2
店

舗
又

は
厨

房
の

管
理

責
任

者
（
オ

ー
ナ

ー
を

除
く
、

店
長

・
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
等

。
）

1
4
2

2
8
.4

3
上

記
1
及

び
2
を

除
く
従

業
員

（
パ

ー
ト

、
ア

ル
バ

イ
ト

含
む

）
1
3
6

2
7
.2

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
1
年

未
満

2
8

5
.6

2
1
年

以
上

～
5
年

未
満

7
1

1
4
.2

3
5
年

以
上

～
1
0
年

未
満

8
5

1
7
.0

4
1
0
年

以
上

3
1
6

6
3
.2

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

3
2
3

6
4
.6

2
知

ら
な

い
1
7
7

3
5
.4

n
%

全
体

3
2
3

1
0
0
.0

1
緊

急
連

絡
先

ス
テ

ッ
カ

ー
※

2
9
2

9
0
.4

2
安

全
周

知
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
、

チ
ラ

シ
等

6
5

2
0
.1

3
検

針
票

、
請

求
書

等
7
3

2
2
.6

4
ガ

ス
事

業
者

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
等

の
W

e
b

2
1

6
.5

5
そ

の
他

：
5

1
.5

n
%

全
体

3
6
4

1
0
0
.0

1
し

て
い

る
3
2
4

8
9
.0

2
し

て
い

な
い

4
0

1
1
.0

n
%

全
体

1
3
6

1
0
0
.0

1
指

導
さ

れ
て

い
る

8
2

6
0
.3

2
指

導
さ

れ
て

い
な

い
5
4

3
9
.7

Q
2
.あ

な
た

の
立

場
を

お
答

え
く
だ

さ
い

。
S
A

Q
3
.あ

な
た

は
ど

の
く
ら

い
の

期
間

、
仕

事
で

ガ
ス

を
お

使
い

で
す

か
。

S
A

Q
4
.あ

な
た

は
、

ガ
ス

会
社

の
緊

急
時

連
絡

先
を

知
っ

て
い

ま
す

か
。

S
A

Q
5
.あ

な
た

は
、

ガ
ス

会
社

の
緊

急
時

連
絡

先
を

何
で

知
り

ま
し

た
か

。
（
い

く
つ

で
も

）
M

A

Q
6
.■

先
ほ

ど
の

設
問

で
、

「
オ

ー
ナ

ー
」
又

は
「
店

舗
又

は
厨

房
の

管
理

責
任

者
」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
業

務
用

の
ガ

ス
燃

焼
機

器
を

使
用

す
る

と
き

は
換

気
を

す
る

よ
う

従
業

員
に

指
導

し
て

い
ま

す
か

。
あ

て
は

ま
る

も
の

を
1
つ

だ
け

お
答

え
く
だ

さ
い

。

S
A

Q
7
.■

先
ほ

ど
の

設
問

で
、

「
従

業
者

」
と

お
答

え
の

方
に

お
伺

い
し

ま
す

■
業

務
用

の
ガ

ス
燃

焼
機

器
を

使
用

す
る

と
き

は
換

気
す

る
よ

う
オ

ー
ナ

ー
や

管
理

責
任

者
か

ら
指

導
さ

れ
て

い
ま

す
か

。
あ

て
は

ま
る

も
の

を
1
つ

だ
け

お
答

え
く
だ

さ
い

。
S
A

4
4
.4

2
8
.4

2
7
.2

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
オ

ー
ナ

ー

店
舗

又
は

厨
房

の
管

理
責

任
者

（オ
ー

ナ
ー

を
除

く
、

店
長

・
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー

等
。

）
上

記
1
及

び
2
を

除
く
従

業
員

（パ
ー

ト
、

ア
ル

バ
イ

ト
含

む
）

5
.6

1
4
.2

1
7
.0

6
3
.2

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
1
年

未
満

1
年

以
上

～
5
年

未
満

5
年

以
上

～
1
0
年

未
満

1
0
年

以
上

6
4
.6

3
5
.4

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

知
っ

て
い

る
知

ら
な

い

90
.4

20
.1 22
.6

6.
5

1.
5

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

1 2 3 4 5

8
9
.0

1
1
.0

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

し
て

い
る

し
て

い
な

い

6
0
.3

3
9
.7

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

指
導

さ
れ

て
い

る
指

導
さ

れ
て

い
な

い
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計
表

(n
%
表

)

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
設

置
さ

れ
て

い
る

3
7
3

7
4
.6

2
設

置
さ

れ
て

い
な

い
8
4

1
6
.8

3
わ

か
ら

な
い

4
3

8
.6

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
定

期
的

に
実

施
し

て
い

る
2
5
3

5
0
.6

2
気

づ
い

た
と

き
に

実
施

し
て

い
る

2
0
3

4
0
.6

3
全

く
実

施
し

て
い

な
い

4
2

8
.4

4
そ

の
他

：
2

0
.4

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
ガ

ス
機

器
が

壊
れ

た
と

き
3
7
8

7
5
.6

2
ガ

ス
機

器
が

汚
れ

て
き

た
と

き
7
6

1
5
.2

3
店

舗
改

装
な

ど
の

と
き

4
2

8
.4

4
そ

の
他

：
4

0
.8

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

4
7
9

9
5
.8

2
知

ら
な

か
っ

た
2
1

4
.2

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

4
6
7

9
3
.4

2
知

ら
な

か
っ

た
3
3

6
.6

Q
8
.あ

な
た

の
お

店
に

は
業

務
用

換
気

警
報

器
※

が
設

置
さ

れ
て

い
ま

す
か

。
※

下
記

の
U

R
L
を

必
ず

ク
リ

ッ
ク

し
て

か
ら

お
答

え
く
だ

さ
い

。
S
A

Q
9
.あ

な
た

の
お

店
で

は
、

業
務

用
厨

房
な

ど
で

使
用

し
て

い
る

ガ
ス

機
器

や
換

気
設

備
な

ど
に

つ
い

て
お

手
入

れ
（
清

掃
や

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

）
又

は
点

検
を

し
て

い
ま

す
か

。
S
A

Q
1
0
.ガ

ス
会

社
は

、
古

く
な

っ
た

ガ
ス

機
器

の
交

換
・
取

り
替

え
を

推
奨

し
て

い
ま

す
が

、
あ

な
た

は
、

ど
の

よ
う

な
と

き
に

ガ
ス

機
器

の
取

替
え

を
検

討
し

ま
す

か
。

S
A

Q
1
1
.あ

な
た

は
、

厨
房

等
で

ガ
ス

機
器

を
使

用
す

る
際

に
は

、
換

気
が

必
要

で
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

Q
1
2
.あ

な
た

は
、

換
気

を
行

な
わ

な
か

っ
た

場
合

、
不

完
全

燃
焼

に
よ

り
、

ガ
ス

機
器

よ
り

一
酸

化
炭

素
（
C

O
）
を

排
出

す
る

恐
れ

が
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

7
4
.6

1
6
.8

8
.6

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
設

置
さ

れ
て

い
る

設
置

さ
れ

て
い

な
い

わ
か

ら
な

い

5
0
.6

4
0
.6

8
.4

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
定

期
的

に
実

施
し

て
い

る

気
づ

い
た

と
き

に
実

施
し

て
い

る

全
く
実

施
し

て
い

な
い

そ
の

他
：

7
5
.6

1
5
.2

8
.4

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%
ガ

ス
機

器
が

壊
れ

た
と

き

ガ
ス

機
器

が
汚

れ
て

き
た

と
き

店
舗

改
装

な
ど

の
と

き

そ
の

他
：

9
5
.8

4
.2

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

知
っ

て
い

る
知

ら
な

か
っ

た

9
3
.4

6
.6

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

知
っ

て
い

る
知

ら
な

か
っ

た
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計
表

(n
%
表

)

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

3
8
0

7
6
.0

2
知

ら
な

い
1
2
0

2
4
.0

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

3
8
3

7
6
.6

2
知

ら
な

い
1
1
7

2
3
.4

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

4
6
0

9
2
.0

2
知

ら
な

い
4
0

8
.0

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
立

ち
消

え
安

全
装

置
（
火

が
消

え
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
2
7
6

5
5
.2

2
不

完
全

燃
焼

防
止

装
置

（
不

完
全

燃
焼

す
る

状
態

に
至

っ
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
2
0
1

4
0
.2

3
消

し
忘

れ
防

止
装

置
（
ガ

ス
機

器
を

消
し

忘
れ

た
と

き
、

自
動

的
に

ガ
ス

を
止

め
る

。
）

1
5
6

3
1
.2

4
調

理
油

過
熱

（
天

ぷ
ら

火
災

）
防

止
装

置
（
て

ん
ぷ

ら
油

な
ど

が
異

常
な

温
度

に
な

っ
た

と
き

、
自

動
的

に
ガ

ス
を

止
め

る
。

）
1
6
5

3
3
.0

5
知

っ
て

い
る

も
の

は
な

い
1
4
5

2
9
.0

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
説

明
を

受
け

た
こ

と
が

あ
る

2
4
6

4
9
.2

2
説

明
を

受
け

た
こ

と
が

な
い

2
5
4

5
0
.8

n
%

全
体

5
0
0

1
0
0
.0

1
知

っ
て

い
る

2
8
7

5
7
.4

2
知

ら
な

か
っ

た
2
1
3

4
2
.6

Q
1
3
.あ

な
た

は
、

ガ
ス

機
器

は
古

く
な

る
と

、
正

し
く
換

気
を

し
て

い
て

も
、

不
完

全
燃

焼
に

よ
り

一
酸

化
炭

素
（
C

O
）
を

排
出

す
る

恐
れ

が
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

Q
1
4
.あ

な
た

は
、

換
気

設
備

の
点

検
・
清

掃
な

ど
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

を
怠

る
と

、
換

気
を

し
て

も
、

換
気

風
量

不
足

な
ど

に
よ

り
不

完
全

燃
焼

と
な

り
、

一
酸

化
炭

素
（
C

O
）
を

排
出

す
る

恐
れ

が
あ

る
こ

と
を

ご
存

知
で

す
か

。
S
A

Q
1
5
.あ

な
た

は
、

C
O

（
一

酸
化

炭
素

）
を

吸
い

込
む

と
、

従
事

者
や

ご
来

店
の

お
客

様
が

中
毒

に
な

っ
た

り
、

そ
れ

に
よ

っ
て

死
に

至
る

こ
と

が
あ

る
の

を
ご

存
知

で
す

か
。

S
A

Q
1
6
.あ

な
た

の
お

店
で

使
用

し
て

い
る

ガ
ス

機
器

に
搭

載
さ

れ
て

い
る

安
全

装
置

に
つ

い
て

、
あ

な
た

が
ご

存
知

の
も

の
を

全
て

お
答

え
く
だ

さ
い

。
（
い

く
つ

で
も

）
M

A

Q
1
7
.あ

な
た

は
、

ガ
ス

会
社

か
ら

、
ガ

ス
使

用
開

始
時

（
開

栓
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他事業の評価・認定制度の概要 
 

 



参考資料
事業名 貨物自動車事業安全性評価制度 貸切バス事業者安全性評価制度 防火対象物適合表示制度
（マーク制度） （Gマーク制度） （セーフティーマーク制度） （適マーク制度） プライバシーマーク制度

目的
○荷主企業が安全性の高いトラック運
送事業者を選びやすくする。

○利用者や旅行会社がより安全性の高い貸
切バス事業者を選択しやすくする。

○宿泊施設が「適マーク」を掲出することによ
り、建物の 安全・安心に関する情報を利用者
に提供することが可能 となります。

○企業や団体は、自らの「個人情報保護」の取り扱いが適切
であることをロゴマークでアピールすることができる。

○トラック運送事業者全体の安全性の
向上に対する意識を高めるための環境
整備を図る。

○貸切バス事業者の安全性の確保に向け
た意識の向上や取り組みの促進を図る

○関係者の防火 安全に対する意識を高め、防
火・防災管理業務の適正化及び消防用設備等
の適 正 維持の促進を図る。

○企業や団体の個人情報保護への取り組みを推進させる。

対象 （評価単位） 一般貨物自動車運送事業者 貸切バス事業者 宿泊施設の関係者 制限なし

（点検単位） （事業所単位） （事業者単位）
収容人員が３０人以上の地階を除く階数が３階
以上宿泊施設の

（事業所単位）

評価項目 審査項目 法令遵守状況 ○ ○ ○ ○
（報告項目） （点検項目） 事故・違反状況 ○ ○ ○ ○

安全管理体制・取組状況 ○ ○ ○ ○
認定方法 書類審査（報告方法） ○ ○ ○（防火対象物点検報告結果使用） ○

現地審査（点検方法） （地方実施機関巡回指導結果使用） ○ ○ 事務所審査、立会審査、フォローアップ審査、最終審査
有効期間 (更新期間） ２年間（更新３～４年） ２年間（２年に１回更新） １年間（毎年更新） ３年間

更新以外の定期報告 × × × ３年間年に１回サーベランス
更新の優遇 審査項目 一部省略可 × × ×

取消事由 （ペナルティー）
不正申請の発覚、申請資格要件・認定
要件を満たさないことの発覚

消防法第８条の３第６項に該当する場合 法令違反、認証範囲の逸脱行為等

実施方法 実施主体 （社）全国トラック協会 （社）日本バス協会 消防庁 （一財）日本情報経済社会推進協議会
審査・評価機関 審査・評価機関 （安全性評価委員会） （貸切バス事業者安全性評価委員会） 消防機関
認定費用 手数料 無料 ※参考１ 無料 ※参考３

公表 実施主体HPでの公表 ○ ○ ○ ○
掲示可能な証票の付与等 トラックに貼付等 バスに貼付等 宿泊施設に掲示 店頭、ホームページ、封筒、名刺等に表示等
対象の取組状況等によ
る証票の違い

※参考２
マークは２種類で、３年継続ゴールドマークが
付与される。

普及度 普及数 ２１，１２５事業所 ３８，５６１物件
対象数 ８３，６０８事業所 1,016事業者(平成２９年１月１９日現在） ５３，６４０物件
普及率 25.3%(平成２６年１２月現在） ７１．９％（平成１２年３月３１日現在）

インセンティブ ①違反点数の消去
利用者、旅行会社から安全・安心な貸切バ
スとして選択される。

利用者に安全・安心な宿泊施設として選択され
る。

②IT点呼の導入
③点呼の優遇
④補助条件の緩和
⑤損害保険料の割引き可能
⑥荷主企業、一般消費者へのアピール

⑦Gマーク１０年超継続者に対する運輸
支局長表彰

（ 備考） ※参考１申請料（１事業者あたり）
１．貨物自動車事業安全性評価制度の記載内容の出典 貸切バス車両数 バス協会会員事業者 非会員事業者
　 　 公益社団法人日本ト ラ ッ ク協会のホームページより 転載。 ３１両以上 １８４，０００円 ２０５，０００円
２．貸切バス事業者安全性評価制度の記述内容の出典 １１両から３０両 １３８，６００円 １５４，０００円
　 　 公益社団法人日本貸切バス協会のホームページより 転載 １０両以下 　９１，８００円 １０２，０００円
３．防火対象物適合表示制度の記述内容の出典
　 　 消防庁ホームページより 転載。 ※参考２セーフティーバス認定種別
４．プライバシーマーク制度の記述内容の出典 初回申請 ６０点以上 ☆星一つ
　 　 一般社団法人日本情報経済社会推進協会のホームページより 転載。 更新１回目 ６０点以上点から７９点 ☆星一つ

８０点以上 ☆☆星二つ
更新２回目 ６０点以上点から７９点 ☆星一つ

８０点以上 ☆☆星二つ
８０点以上（継続） ☆☆☆星二つ

更新３回目以降 ６０点以上点から７９点 ☆星一つ
８０点以上 ☆☆星二つ

８０点以上（継続） ☆☆☆星二つ

※参考３プライバシーマーク審査料金
事業者規模の区分 申請料 審査料
小規模（小売業従業員２人以上５人以下） 51,429円 １２３，４２８円
中規模（小売業授業員５０人以下） 51,429円 ３０８，５７２円
大規模（小売業修業員５０人以上） 51,429円 ６６８，５７１円

他 事 業 の 評 価 ・認定制度の 概 要

企業や団体は、自らの「個人情報保護」の取り扱いが適切であ
ることをロゴマークでアピールすることができる。


